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我が国の歯科口腔保健は地域間・社会経済学的要因による健康格差が指摘されておりその縮

小が求められている。本研究では，現在の歯科健康実態を正しく把握するために有効な評価指標

の開発を行うことを目的とした。 本プロジェクトは<1>文献レビュー（昨年度終了），<2>既存

公的統計による評価指標の再評価，<3>全国規模の歯科保健の実態把握と地域・社会経済的要因

による格差の評価指標の開発，<4>要介護者の歯科口腔保健の実態把握，<5>新たな歯科口腔保

健の評価指標の開発，<6>現在の歯科健康の課題解消に向けた施策の考察，により構成されてい

る。本最終年度は<2>・<3>・<4>に加え，本年度までの研究も踏まえ，<5>・<6>として歯科口

腔保健の評価指標の整理と今後の改善策および施策について検討を行った。 

 <2>「歯科疾患実態調査」「国民健康・栄養調査」の分析から，歯科受診，歯科検診受診は，

運動習慣等の健康意識とボランティア等の社会参加活動との関連がみられた。また家庭における

家族の喫煙状況が残存歯数に影響を与えていた。<3>「国民生活基礎調査」の分析から，男性の家

族介護者には満たされない歯科医療ニーズ（unmet dental needs）が存在する可能性が示唆され

た。就労者ではその約半数に満たされない歯科医療ニーズが存在していたが，就労状況との関連

はみられなかった。「NDB オープンデータ」「国民生活基礎調査公表データ」の分析から，歯科

疾患有訴者と歯科外来受診には有意な地域相関が認められた。歯や歯肉に症状のある者は，投薬

及び, う蝕治療･歯周病治療の初期治療を受けている実態が窺えた。他方で, 口腔機能障害に至っ

た者に対する咬合回復治療には課題がある可能性が考えられた。歯科医療受療の全国地域差の経

年変化は，歯科受診では，外来受診の地域差に大きな変化が認められない一方で，訪問歯科診療

では地域差に減少傾向が窺えた。治療内容では，う蝕治療，歯周病治療，補綴治療では地域差に一

定した経年の変化はみられなかったが，抜歯治療において経年の増加傾向がみられた。<4>「自治

体の医療介護データ」の分析から，後期高齢者では年齢と要介護度が高くなるほど歯科受診割合

が減少する傾向がみられたが，95 歳以上の高齢者では要介護認定がない集団で受診割合が最も低

い状況が認められた。この集団に対して，歯科受診を促すアプローチを検討することが今後，，高

齢者の口腔健康や全身状態を向上させる上で必要であると考えられた。<5>今後望まれる歯科口

腔保健の指標体系としては，①「要因」と「結果」の両者の情報を収集する視点,，② PDCA サイ

クルの考え方に対応している視点，③事業を３段階「行政」「施設」「個人」の枠組みで展開する視

点，が必要であり，この 3 視点を有する「口腔保健事業評価モデル」の構築が歯科口腔保健の「改

善」に寄与するものと考えられた。 

以上，<1>～<5>および本年度までの研究を総合して，歯科口腔保健評価指標の総括的検討と現

在の歯科健康の課題解消に向けた最終考察を行い，<6>で施策として提案を行った。 
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研究分担者氏名・所属研究機関名及び所属

研究機関における職名

高橋秀人 国立保健医療科学院 統括研究官

森隆浩  千葉大学大学院医学研究院総合

医科学講座 特任准教授

財津崇  東京医科歯科大学大学院医歯学

総合研究科 助教

岩上将夫 筑波大学医学医療系 助教

A．研究目的 

歯科の健康格差については，「歯科口腔保

健の推進に関する基本的事項の中間報告」

において地域間・社会経済学的要因での存

在が指摘され，健康日本２１（第二次）の理

念実現に向けその縮小が求められている。

歯科の健康格差縮小の実現には国民の歯科

健康の実態の把握をするために，より適切

な歯科口腔保健評価指標を性別，年齢，都道

府県などの地域レベルでのデータ，社会経

済学的要因で求める必要がある。

現在まで歯科口腔保健の評価は，歯科疾

患実態調査，国民健康・栄養調査等の公的統

計調査から行われてきた。歯科疾患実態調

査は口腔診査を実施しており，情報量が多

く精度が高い一方で，調査対象者が数千人

と限られたデータであり，結果に選択バイ

アスの存在が懸念されている。現状の調査

は対象者の集団代表性と歯科医療サービス

受療行動の側面の視点の弱さに課題があり，

新たな調査評価手法が必要な状況にある。

そこで本研究では，我が国の歯科健康実態

を正しく把握するために，有効な評価指標

の開発を行うことを目的とした。

歯科疾患実態調査の解析評価委員，レセ

プトデータ・国勢調査分析に実績を有する

研究者，疫学統計・医療経済の専門家等，健

康調査・格差分析・評価指標開発研究には豊

富な経験を有する研究者で構成される研究

班により歯科口腔保健の評価方法の確立と

評価指標の開発を行い，地域・社会経済的要

因等間の比較を可能とすることで歯科健康

格差縮小を実現し社会に貢献することを目

的とする。

B．研究方法 

本研究は，平成 31 年度から開始し令和 2

年～3 年度の 3 か年にわたって行う。実施

施設は筑波大学，東京医科歯科大学，国立保

健医療科学院である。本研究は以下の<1>

から<6>のサブテーマに分かれて構成され

ている。

<1>文献レビューによる評価方法・評価指

標の現状把握

現在の健康日本 21（第二次）の歯科口

腔保健の評価指標は以下のものがある。

・口腔機能の維持

・歯の喪失の防止

・歯周病を有する者の割合

・子供のう蝕

・1 年以内に歯科検診受診

また，健康日本 21 になく，歯科健康保

健推進法で用いられている歯科口腔保健の

評価指標は以下のものがある。

・中高年の未処置歯

・中高生の歯肉所見

・子供の不正咬合

・障害者施設での歯科検診

・介護施設での歯科検診

これらの既存の評価指標について，指標

の有用性を検討するための国内外文献レビ

ューを昨年度実施した。
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<2>既存公的統計の歯科口腔保健に関連す

る評価指標の再評価・改善策の検討

本研究で用いる，歯科疾患実態調査，国民

健康・栄養調査，国民生活基礎調査，匿名レ

セプト情報・匿名特定健診等情報データベ

ース（NDB）データについて，厚生労働省

へのデータ申請を行い全てのデータでデー

タ利用の承諾を得た。（歯科疾患実態調査は

平成 31 年度，NDB データと国民健康・栄

養調査は令和 2 年度，国民生活基礎調査は

令和 3 年年度に受領した）。

<2-1>歯科疾患実態調査と国民健康・栄養査

の個票データを突合し，日本成人の歯科

検診受診状況と年齢，性別，市郡，口腔

保健状態との関連，ならびに，歯科検診

受診状況と社会活動参加状況・運動実施

状況との関連を検討した。

<2-2>国民健康・栄養査の個票データを用い

て家庭における受動喫煙が現在歯数に

与える影響について検討した。

<3>全国規模の歯科保健の実態把握と地

域・社会経済的要因による格差の評価指標

の開発

<3-1>家族介護と満たされない歯科医療ニ

ーズ(unmet dental needs)の関連につい

て国民生活基礎調査を用いて検討した。

<3-2>就労状況と満たされない歯科医療ニ

ーズの関連について国民生活基礎調査を

用いて検討した。

<3-3>国民生活基礎調査とNDBオープンデ

ータを用いて歯科疾患の有訴と歯科医療

受療の関連を検討した。

<3-4>歯科レセプトの歯式のうち高齢者等

の多数歯欠損の把握に必要となる欠損歯

式の妥当性について，カルテ・レセプト情

報を用いて検討した。

<3-5>第 3 回～第 5 回の NDB オープンデ

ータを用いて，歯科医療受療の地域格差

の経年変化について検討した。

<4>要介護者の歯科口腔保健の実態把握

医科・歯科・介護レセプト突合分析を進

め，現状では把握が困難である要支援・要介

護者の歯科口腔保健の実態を把握する。

本年度は協力自治体のレセプト利用によ

る研究を行った。

<4-1>高齢者の歯科医療受療実態と年齢，要

介護度の関連について茨城県 T 市の医療介

護連結データを用いて横断的に分析した。

<4-2>千葉県 A 市の介護老人福祉施設入居

者の歯科受診状況について医療介護連結デ

ータを用いて検討した。

<5>新たな歯科口腔保健の評価方法・指標

の考察と開発及び検証

<1>～<4>の検討を踏まえて，新たな歯科

口腔保健の評価方法・評価指標の考察，開発

を行う。令和 3 年度は，PDCA サイクルに

を用いて，「改善」に有効と考えられる歯科

口腔保健指標をまとめるための評価マトリ

ックスを用いた指標体系の提案を行った。

<6>現在の歯科健康の課題解消に向けた施策

の考察

以上<1>～<5>の研究並びに本年度まで

の研究を総合的に検討し，政策提言を行

う。 さらに，本研究の成果について原著

論文としてまとめ発表する。

倫理面への配慮として本研究は，筑波大

学医の倫理委員会の審査による承認（通知

番号:第 1339 号，第 1446 号，第 1490

号，第 1594 号）を得て実施した。 

C．研究成果 
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<2-1> 日本成人の歯科検診受診状況と年齢，

性別，市郡，口腔保健状態との関連 

日本成人の歯科検診受診状況と社会活動参

加状況・運動実施状況との関連 

歯科健診受診者は，年齢が高く，女性（＞

男性）で多く，小規模都市よりも大規模都市

の方が受診者が多かった。また口腔保健状

態も歯科検診を実施している者が良好であ

ることが示された。また平成 28 年国民健

康・栄養調査の質問票調査による「過去 1 年

間の歯科検診受診の有無」を目的変数，運動

の有無，BMI，健康関連ボランティア活動

への参加の有無，歯の本数を説明変数，年

齢，性別，調査地区，喫煙，飲酒を調整因子

としてその関連について二項ロジスティッ

ク回帰分析を行った結果，歯科検診の参加

に有意差の見られた項目は，BMI25 以上

（OR=0.86:95％CI＝0.80-0.93)（BMI18.5

－ 24.9 と 比 較 ）， 現 在 歯 数 ０ 歯

（OR=0.18:95％CI＝0.15-0.22)，1－9 歯

（OR=0.65:95％CI＝0.56-0.76)（現在歯数

28 歯 以 上 と 比 較 ）， 運 動 日 数 0 日

(OR=0.73:95％CI＝0.65-0.81）（7 日と比

較 ）， 健康関 連 ボラン テ ィア不 参 加

（OR=0.78:95％CI＝0.73-0.85)（参加と比

較）であった。 

<2-2> 家庭における受動喫煙が現在歯数に

与える影響に関する研究 

対象者の 8.4％がほぼ毎日自宅で受動喫

煙を受けていた。単回帰分析では，受動喫煙

と歯の喪失との間に正の関連性は示されな

かったが，多変量調整分析では，家庭での受

動喫煙が全くない群と比べて，ほぼ毎日の

群では β：-0.90（95％CI：-1.27～-0.53）と

現在歯数が少なくなることが明らかとなっ

た。 

<3-1>家族介護と満たされない歯科医療ニ

ーズ(unmet dental needs)の関連 

国民生活基礎調査回答者の中から，歯の症

状を最も気にしている対象者 5,100 人を抽

出した。このうち，家族介護者は 233 名

（4.6％）であった。歯に関するニーズが

満たされていない参加者は 2,354 名

（46.2％）であった。満たされない歯科医

療ニーズに対する家族介護の調整オッズ比

（aOR）は，1.20（95％信頼区間［CI］，

0.92-1.57，p＝0.178）であった．性別に

よる層別分析では，男性の家族介護者は満

たされていない歯のニーズを持つ可能性が

高かったが（aOR: 1.80, 95%CI: 1.09-

2.98, p=0.022），女性介護者ではこの関連

は統計的に有意ではなかった（aOR: 1.01, 

95%CI: 0.73-1.39, p=0.973）。 

<3-2> 就労状況と満たされない歯科受療ニ

ーズの関連 

18～65 歳で就労しており歯科症状を有

する者（N=3980）の中で，就労状況と歯

科受診に関連があるかを調べた結果，就業

時間の長さ，正規雇用者かどうか，職業の

種類において，歯科受診との関連は見られ

なかった。 

<3-3>標準化歯科疾患有訴者比(国民生活基

礎調査)と標準化歯科診療行為算定比(NDB

オープンデータ)との関連 

歯科疾患の有訴と歯科受療のうち統計的

関連（p＜0.05）みられたものは以下の通

りであった。関連（正）は，有訴(1)歯が痛

い，(2)歯ぐきが腫れている，(3)噛みにく

いと a 初再診，有訴(1)(2)とｂ投薬，ｃう

蝕除去，e 歯石除去，有訴(3)とｂ投薬，ｄ

抜髄，e 歯石除去。関連（負）は, 有訴(2)

と f 抜歯で認められた。他方，有訴
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(1)(2)(3)と咬合回復治療（g ブリッジ,h 義

歯）との有意な関連は認められなかった。 

歯科疾患有訴者と歯科外来受診には有意

な関連が認められ，歯や歯肉に症状のある

者は，投薬及び, う蝕治療･歯周病治療の

初期治療を受けている実態が窺えた。 

<3-4>歯科レセプト情報「欠損歯式」の妥

当性に関する検討 

欠損歯数の平均値は全体では，レセプト

欠損歯数 5.2 ±6.3，カルテ欠損歯数

8.6±9.1，４階級それぞれでは，

(1)[2.1±1.5，5.2±7.3]，(2)［9.0±1.6，

14.9±4.7]，(3)[14.3±1.4，19.3±4.7]，

(4)[25.7±3.1，25.5±3.1] であった。級内相

関係数は，(1)0.10（95％信頼区間：0.01・

0.18），(2)0.25（0.03・0.44），(3)-0.03（-

0.29・0.23），(4)0.95（0.91・0.98）であ

った。欠損歯式は 19 歯以上の多数歯欠損

では，実際の欠損歯数と高い一致率が認め

られた。他方で，少数歯の妥当性は低いと

考えられた。 

<3-5>わが国の歯科医療受療差の経年的変

化に関する検討 

～NDB オープンデータを用いた都道府県

差の分析～ 

全国の歯科医療受療の地域差（2016～

2019 年度）は, アクセスでは，歯科診療

所外来［変動係数 7.4～7.7，最大値最小値

比 1.4］であったのに対し, 訪問歯科診療

［変動係数 74.2～78.0，最大値最小値比 

16.6～20.6］と訪問歯科診療で大きく認め

られた。治療内容では，う蝕治療［変動係

数 7.7～8.0，最大値最小値比 3.1］，抜髄

［変動係数 7.7～8.0，最大値最小値比

1.4］，歯石除去［変動係数 23.8～24.6，

最大値最小値比 3.1］，抜歯［変動係数 6.5

～8.5，最大値最小値比 1.3～1.4］，ブリッ

ジ［変動係数 12.1～12.5，最大値最小値

比 1.7］），義歯［変動係数 7.3～7.5，最大

値最小値比 1.3～1.4］であった。次に歯科

医療受療の地域差についてみると，2016

年度を基準とした 2017 年度～2019 年度の

増減割合（％）は，歯科受診では，「外来

受診」：〔変動係数 2.6～4.5，最大値最小値

-0.8～1.1〕，「訪問歯科診療」：〔変動係数-

4.8～-2.0，最大値最小値-19.4～-6.6〕，治

療内容では「う蝕除去」：〔変動係数 2.8～

11.7 最大値最小値-0.2～1.8〕，「抜髄」：

〔変動係数 0.1～4.9，最大値最小値 0.4～

2.3〕，「歯石除去」：〔変動係数 0.5～3.5，

最大値最小値-0.4～-0.1〕，「抜歯」：〔変動

係数 2.6～12.9，最大値最小値 0.7～6.1〕，

「ブリッジ」：〔変動係数 0.9～3.3，最大値

最小値-2.3～-0.1〕，「義歯」：〔変動係数 0.4

～3.0，最大値最小値 0.6～3.4〕であっ

た。 

全国地域差の経年変化は，歯科受診で

は，外来初再診の地域差に一定の変化が認

められない一方で，訪問歯科診療では地域

差に経年の減少傾向が窺えた。治療内容で

は，う蝕治療，歯周病治療，補綴治療では

地域差に一定した経年の変化はみられなか

ったが，抜歯治療において，変動係数，最

大値最小値比ともに経年の増加傾向がみら

れた。 

<4-1>高齢者の歯科受療実態と年齢，要介

護度の関連：市町村医療介護連結レセプト

データを用いた横断研究 

解析対象となった住民は 27,141 人であ

り，観察期間の中央値は 53 ヶ月(四分位範

囲:25-60 ヶ月)だった。観察期間中に 1 回

以上の歯科受診をした人は 16,959 人
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(62.5%)だった。男女ともに年齢が高くな

ると歯科受診割合は低くなった

(p<0.001)。また，男女ともに要介護度が

高くなると歯科受診割合は低くなる

(p<0.001)。男女ともに年齢が低い時には

要介護認定がない状態の方が受診割合が高

いが，年齢階級が高くなると要介護度が高

い方が受診割合が増加する。男女ともに最

も歯科受診割合が低い集団は 95 歳以上の

要介護度認定なしの人たちであった。 

<4-2>介護老人福祉施設入居者の歯科受診

状況に関する検討 

～A 市医療・介護レセプトを用いた介護老

人福祉施設入居者の歯科受診の現況調査研

究～ 

A 市介護老人福祉施設入居者の歯科受診

割合は施設によりばらつきがみられ，歯科

診療へのアクセスは施設により，➀訪問診

療が主，➁ 訪問診療と外来受診が混在，

③歯科受診が全体に少ない，の 3 類型がみ

られた。各施設入居者の訪問歯科受診割合

は，いずれの施設でも変動は少なかった。

訪問歯科受診割合は，入居者特性よりも，

経口維持・口腔衛生管理の歯科関連加算施

設や，ユニット型を採用している施設で高

いことが認められた。施設の協力歯科の有

無は，入居者の歯科受診割合と関連が小さ

いことが認められた。 

<5>わが国の口腔保健について今後求めら

れる指標に関する統計学的検討―3 層 D-

Plus 評価マトリクスを用いた評価の提案 

 長期的な観点から「口腔保健」の事業目

的を「寿命の延伸」「健康寿命の延伸」な

どの本質的なアウトカムとし, それに向け

て「事業」の位置づけが, PDCA サイクル

を通し得られる知見により「改善」できる

ように整えられた指標体系が有用ではない

かと考える.下記はその一例である. 

ストラクチャ指標は, 「行政」では現在の 

 医師・歯科医師・薬剤師統計 

 無歯科医地区等調査 

 医療経済実態調査 

 医療施設調査 

 在宅歯科医療に関する調査 

 医師・歯科医師・薬剤師統計 

 医療経済実態調査 

 医療施設調査 

をベースに指標を構築する. 「施設」,「個

人」については, 毎年必要な情報を収集す

ることでデータとする. 

 プロセス指標については, 事業の根幹で

あり, 「行政」では事業の内容を整理する

ことでデータとなる「施設」「個人」につ

いては, 国が統一した「口腔保健活動」を

提供することで, データとなる. それには

既存の歯科疾患実態調査, 社会医療診療行

為別統計から絵得られる「歯科検診受診」

「歯科医院等受診」などをベースとした指

標を含める含める. 

アウトプット指標については, 「行政」

では事業開始時に作成された KPI(Key 

Performance Indicator)等をベースに指標

とする. 「施設」「個人」については, 国か

ら提供された「口腔保健活動」をもとに, 

その実施程度等を評価指標とする. また歯

科疾患実態調査, 国民健康・栄養調査, 国

民生活基礎調査等から「口腔保健行動」 

に関する指標を用いる 

アウトカム指標については, 歯科疾患実

態調査, NDB から「歯・口の状態」に関

する指標を用いる. 

以上を表１に三層 D-Plus 評価マトリク
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ス表として一覧する。 

表１ 「口腔保健事業評価モデル」 

 

D．考察 

 本年度の研究では，昨年度までの検討に

より得られた歯科口腔保健指標を基に，家

族，居住場所，就労状況，社会参加，健康状

態といった社会的要因等の視点を含めた歯

科口腔保健の評価指標について検討した。

さらに現在把握が困難な満たされない歯科

医療ニーズ（unmet dental needs：アンメ

ットニーズ）の分析手法，他の要因との関連

について検討した。そして，近年の歯科口腔

保健格差の変化を縦断的に分析し，将来の

全国的な歯科医療格差の概括的な把握可能

性について検討た。最後に指標の効果的な

体系構築に向けた総合的検討を行った。 

 歯科口腔保健に関連する要因として運動

習慣等の健康意識に加えて，ボランティア

参加といった積極的な社会参加活動がみら

れており，今後の歯科口腔保健の推進施策

における地域との繋がり等の視点の重要性

が考えられた。  

喫煙と歯周病の関連については因果関連

が報告されている。本研究から家庭におけ

る家族の喫煙状況が，残存歯数に影響を与

えている可能性が示唆された。副流煙が口

腔保健に与える影響や，家族の喫煙状況は

今後の歯科口腔保健において配慮が必要な

視点であると考えられた。 

家族介護の負担が歯科受診に与える影響

については現在まで報告がみられていない。

本研究から，男性介護者では，歯科医療にお

けるアンメットニーズが生じている可能性

が示唆され，介護者の中でも特に男性に対

する配慮が必要であることが窺えた。 

 就労状況が受療行動に影響を与えること

は歯科においても認められている。本研究

から就労者における歯科のアンメットニー

ズは 50.3％みられた。この要因としては，

受療行動と異なり，就労状況との関連は認

められなかった。 

 歯科医療におけるアンメットニーズは現

在までわが国では報告がない。これについ

ては本研究を通じて質問調査を利用するこ

とで広く把握できる可能性が考えられた。 

過去 4 年分の NDB オープンデータを用

いた検討から，歯科医療受療の全国地域差

の経年変化は，歯科受診では，外来受診の地

域差は大きくは認められない一方で，訪問

歯科診療において，地域差に経年の減少傾

向が窺えた。治療内容では，う蝕治療，歯周

病治療，補綴治療には地域差に一定した経

年の変化はみられなかったが，抜歯治療に

おいて，変動係数，最大値最小値比ともに経

年の増加傾向がみられた。 

わが国の近年の歯科医療受療の地域差に

ついては大きくはないが変化がみられてき

ている。今後予測されている歯科診療所の

減少や高齢者の増加といった社会環境の変

化に適切に対応するためにも継続的な現況

把握が必要と思われた。NDB オープンデー
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タ・SCR 値を用いた生態学的分析は簡易迅

速に地域差の概況を表章できることから今

後の活用可能性が示唆された。  

最後に，わが国の口腔保健の指標体系に

関する統計学的検討として, PDCA サイク

ルを用いた「改善」に有用と考えられる指標

体系の構築に向けた検討を行った。 

まず，現在利用可能な [1] e-stat, およ

び [2] NDB オープンデータから「歯科」に

関する調査項目を抽出し,  これらを, 三層

D-Plus モデルを用いて体系化することが

必要であると考える。 

その上で今後望まれる指標体系の視点と

しては， ①「要因」と「結果」の両者の情

報を収集する視点, ② PDCA サイクルの

考え方に対応させる視点，③事業を３段階

「行政」「施設」「個人」の枠組みで展開する

視点，これらを併せ持つ「口腔保健事業評価

モデル」のが有用であると考えられた。 

さらに信頼度の高いデータを用いるため

には, 「口腔保健事業評価モデル」に沿った

データ収集デザインを設計し，その下でデ

ータを収集することが必要であると考えら

れる。 

<６>現在の歯科健康の課題解消に向けた施

策の考察 

Donabedian のモデルでは，医療の質を 1)

ストラクチャー指標(設備・組織)，2)プロセス指

標(過程），3)アウトカム指標(結果）の 3 つで評

価している。アウトカム指標は個人の口腔内の

健康状態を表すため，非常に重要である。 

現在までアウトカム指標の推定に歯科疾患実

態調査を利用してきた。歯科疾患実態調査は

①3,000 人強の口腔内診査のデータのためバ

イアスの存在が疑われること，② 6 年に一回

の調査であり，連続的な変化が見えにくい，③ 

新型コロナウイルスの感染拡大など非常時に

は実施が不可能になる，という限界があった。

また，サンプル数が多くないことから，地域差

を調べることも困難であった。本研究班では，

既存の指標について全国レベルのビッグデー

タを用いることにより，さらに有用なものへと改

善するための検討を行なった。また，ストラクチ

ャー指標とプロセス指標も重要な指標である。

プロセス指標は目標値としてわかりやすく，介

入がしやすい指標である。本研究班の強みで

あるレセプトデータを利用して，歯科保健のプ

ロセス指標をアウトカム指標に加えて提案した。 

これまでの研究から得られた結果により，政策

として，以下の三つを提言する。 

 

（１） NDB オープンデータの利活用の推進 

本研究班では，NDB オープンデータを利用し

て，さまざまな歯科サービス受療の地域差や

差の経年的な変化の顕出を行なった。NDB

オープンデータは診療行為の件数を都道府

県や二次医療圏・年代別に公開しているデー

タである。そのため，う蝕の治療件数や歯周病

の治療件数をその地域のう蝕や歯周病の有病

割合の代替として検討を行なった。NDB オー

プンデータは個票データを利用するよりも簡便

であり，また毎年 1 年分のデータが公開される

ことから経年的な変化を調べることができる。

すぐに活用できるデータとして非常に有用であ

ることがわかり，今後の政策提言やその後の観

察に用いるのに NDB オープンデータの利活

用を推進することを提言する。 

 

（２） 多くの歯科指標の地域差を算出可能と

するための施策提言 

ⅰ) 重要な歯科指標をレセプトに突合する 

レセプトデータは多くの歯科診療行為につ
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いて地域差を求めることができ，非常に有用で

あったが，個々人の現在の口腔内状況の詳細

は不明である。そのため，レセプトデータと歯

科医院受診時の口腔内診査結果，または歯

科検診データを特定健診データのように，レセ

プトにリンケージできるようにすると個人レベル

の口腔内の状況と歯科診療行為の関連につ

いても調べることが可能となる。または，口腔

内診査結果をレセプトとともに提出する加算の

設定などを行うことで，レセプトデータだけで推

定する地域差よりも，多くのアウトカム指標につ

いて，直接的に把握することが可能となる。 

 

ⅱ) 国民生活基礎調査と歯科疾患実態調査・

国民健康・栄養調査をどの年度でも突合でき

るように改善 

歯科疾患実態調査では口腔内診査の結果

とフッ化物応用状況，清掃状況などを取得して

いる。国民健康・栄養調査では，年度によるが

歯科検診受診の有無を尋ねている。また，国

民生活基礎調査では主観的な歯科の状況を

取得している年度がある。現時点では歯科疾

患実態調査には地域の指標が存在しない。ま

た，調査年度によってこの三調査が突合でき

る場合と，できない場合が混在している。これ

は，国民生活基礎調査の大規模調査の年（3

年に 1 度）とその他の年で調査区の設定方法

が異なるためである。全ての調査年度で突合

可能になると，公的統計調査から地域差の指

標を得ることが可能となるため，より有用なデ

ータとなる。 

 

（３）量の指標から機能や予防を重視した指標

への転換のための施策提言 

ⅰ) 口腔機能に着目 

これまでの口腔保健指標は，う蝕・歯周病な

ど口腔疾患の量の減少に着目してきた。今後

高齢化が進む中，口腔の質としての口腔機能

の評価が必要であるが，現在実施しているの

は主観に基づく質問票調査であり，客観的な

臨床評価が必要である。歯科レセプトから

FTU や補綴の状況を把握できるようにすること

で，国民全体の客観的な口腔機能の情報を

取得できる可能性がある。 

 

ⅱ) 予防的な行動に着目 

予防的な行動を個人レベルで把握可能とす

ると，国民の歯科予防的行動の差などを検討

可能となる。歯科医院で行うフッ化物塗布やシ

ーラントは自費診療であるが，予防的な処置

の保険算定範囲の拡大・保険請求を行うなど，

レセプトで把握できるようになると地域差を把

握できるようになる。歯科検診（健診）は学校，

職場，地域で別々に行われており，貴重なデ

ータであるにもかかわらず利活用が進んでい

ないため，利活用できるような枠組みを作って

いくことが重要である。 

 

E．結論 

本年度の研究により，歯科口腔保健にお

ける評価指標として，歯科口腔保健行動，

健康行動の視点からは，歯科受診や歯科検

診の受診割状況，運動習慣等が，社会・経

済的視点かは，介護施設入所中の歯科連携

の実施，家族介護の有無，就労状況，家庭

における受動喫煙等が有用であることが示

唆された。 

また歯科口腔保健指標を PDCA サイク

ルの視点から 3 層 D-Plus 評価マトリクス

を用いて評価活用することで歯科口腔保健

の「改善」への有用性が示唆された。 
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各研究要旨のまとめ 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

（１）日本成人の歯科検診受診状況と年

齢，性別，市郡，口腔保健状態との関連 

日本成人の歯科検診受診状況と社会活動参

加状況・運動実施状況との関連 

これまで日本人全体を調査する研究にお

いて日本人成人の口腔保健状態や社会的背

景との関連を調査した報告は少ない。本研

究では歯科検診の受診が年齢，性別，在住地

域，口腔保健状態，さらに日常の社会参加状

況や運動の実施にどのように関連するかを

調査することを目的としている。平成 28 年

歯科疾患実態調査と同年の国民健康・栄養

調査の個票データを突合し，20 歳以上の成

人を対象として，国民健康・栄養調査による

「過去 1 年間の歯科検診受診の有無」と年

齢，性別，市郡，歯科疾患実態調査による口

腔保健状態の関連について分析を行った結

果，年齢が高く，女性の方が歯科検診受診者

が多く，小規模都市よりも大規模都市の方

が受診者が多かった。また口腔保健状態も

歯科検診を実施している者が良好であるこ

とが示された。また平成 28 年国民健康・栄

養調査の質問票調査による「過去 1 年間の

歯科検診受診の有無」を目的変数，運動の有

無，BMI，健康関連ボランティア活動への

参加の有無，歯の本数を説明変数，年齢，性

別，調査地区，喫煙，飲酒を調整因子として

その関連について二項ロジスティック回帰

分析を行った結果，歯科検診の参加に有意

差 の 見 ら れ た 項 目 は ， BMI25 以 上

（OR=0.86:95％CI＝0.80-0.93)（BMI18.5

－ 24.9 と 比 較 ）， 現 在 歯 数 ０ 歯

（OR=0.18:95％CI＝0.15-0.22)，1－9 歯

（OR=0.65:95％CI＝0.56-0.76)（現在歯数

28 歯 以 上 と 比 較 ）， 運 動 日 数 0 日

(OR=0.73:95％CI＝0.65-0.81）（7 日と比

較 ）， 健康関 連 ボラン テ ィア不 参 加

（OR=0.78:95％CI＝0.73-0.85)（参加と比

較）であった。健康日本 21 の目標である定

期歯科検診の受診状況をさらに向上させる

ことが国民の口腔保健状態を良好に保つた

めに重要であり，定期歯科検診の受診状況

の向上には，社会との関わりや日々の運動

など様々な視点から把握することが重要と

考えられた。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

（２）家庭における受動喫煙が現在歯

数に与える影響に関する研究 

平成28年の国民健康・栄養調査を用い

て，家庭での受動喫煙と歯の喪失との関連

を解析した。20歳以上の26,225名のうち，

喫煙者，過去の喫煙者を除く18,812名を対

象者とした。受動喫煙と歯の数との関連の

検討には，重回帰分析を用い，目的変数は

現在歯数，説明変数として家庭での受動喫

煙（ほぼ毎日，週に数回～月に1回，全く

なかった）を投入し，調整変数として年齢

層，性別，歯科健診の有無，職業分類，世

帯人数を加え解析した。結果は，対象者の

8.4％がほぼ毎日自宅で受動喫煙を受けて

いた。単回帰分析では，受動喫煙と歯の喪

-11-



 
 

失との間に正の関連性は示されなかった

が，多変量調整分析では，家庭での受動喫

煙が全くない群と比べて，ほぼ毎日の群で

はβ：-0.90（95％CI：-1.27～-0.53）と現

在歯数が少なくなることが明らかとなっ

た。このことから，家庭での受動喫煙への

曝露が歯の喪失のリスクを高めることを示

唆しており，今後とも，喫煙者本人の健康

だけでなく他人の健康にも喫煙が及ぼす悪

影響について広く周知していく必要があ

り，家庭での受動喫煙についても対策をし

ていくことが求められる 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

（３）家族介護と満たされない歯科医療ニ

ーズ(unmet dental needs)の関連 

満たされない歯科医療ニーズを把握する

ことは，口腔衛生を向上させるために不可

欠である。家族介護者の全身および精神的

健康はしばしば損なわれているが，満たさ

れない歯科医療ニーズと家族介護の関係を

評価した研究はほとんどない。本研究では，

日本における家族介護と満たされない歯科

医療ニーズとの関連性を評価することを目

的とした。 

2016 年国民生活基礎調査を用いて横断

研究を実施した。歯科症状を有する参加者

を対象とした。主要アウトカムは満たされ

ない歯科医療ニーズであり，歯科医院に通

院していないと定義した。関心のある曝露

変数は，要介護の家族の介護者であること

であった。年齢，性別，配偶者の有無，週当

たりの労働時間，学歴，1 ヶ月当たりの世帯

支出，主観的健康観を調整し，ロジスティッ

ク回帰分析を行った。また，性別による層別

分析も行った。 

国民生活基礎調査回答者の中から，歯の

症状を最も気にしている対象者 5,100 人を

抽出した。このうち，家族介護者は 233 名

（4.6％）であった。歯に関するニーズが満

たされていない参加者は2,354名（46.2％）

であった。満たされない歯科医療ニーズに

対する家族介護の調整オッズ比（aOR）は，

1.20（95％信頼区間［CI］，0.92-1.57，p＝

0.178）であった．性別による層別分析では，

男性の家族介護者は満たされていない歯の

ニーズを持つ可能性が高かったが（aOR: 

1.80, 95%CI: 1.09-2.98, p=0.022），女性介

護者ではこの関連は統計的に有意ではなか

っ た （ aOR: 1.01, 95%CI: 0.73-1.39, 

p=0.973）。 

結論 本研究の結果，男性家族介護者は非

介護者よりも満たされていない歯科治療ニ

ーズが大きいことが明らかになった。家族

介護者は歯科症状を経験しているにもかか

わらず，歯科医療サービスの利用が不足し

ている可能性が示唆された。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

（４）就労状況と満たされない歯科受療ニ

ーズの関連  

歯科症状を有するにも関わらず歯科受診

していない“満たされないニーズ”（unmet 

dental needs）が存在する。また先行研究か

ら就労状況が受診行動と関連していること

も明らかになっている。そこで，就労状況と

unmet dental needs の間に関連があるかを

検討することを目的とした。 

国民生活基礎調査に回答した者のうち，

18～65 歳で，就労しており，歯科症状を有

する者を本研究の対象者とした。勤務状況

は，①週間の就業時間，②勤め先での呼称，

③職業分類の３つを用いた。対象者のうち，

勤務状況と歯科受診との間に関連があるか
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ロジスティック回帰分析を用いて評価した。 

18～65 歳で就労しており歯科症状を有

する者（N=3980）の中で，就労状況と歯科

受診に関連があるかを調べた結果，就業時

間の長さ，正規雇用者かどうか，職業の種類

において，歯科受診との関連は見られなか

った。 

歯科症状を有するにも関わらず歯科医院

に通院していない者が約半数いた（50.3％）。

ロジスティック回帰分析の結果から，就労

状況と満たされない歯科受診ニーズとの間

に関連は見られなかった。したがって，満た

されない歯科受診ニーズには就労状況以外

の要因が関連している可能性が示唆された。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

（５）標準化歯科疾患有訴者比(国民生活基

礎調査)と標準化歯科診療行為算定比(NDB

オープンデータ)との関連 

わが国の全国的な歯科医療の需給バラン

スについては現在まで調査報告がみられて

いない。本研究では，わが国の歯科疾患有病

者と歯科医療供給の全国的な需給バランス

の実態把握に向けた予備的検討として，国

民生活基礎調査と NDB オープンデータを

用いて標準化歯科疾患有訴者比と標準化歯

科診療行為算定比の関連を検討した。 

平成 28 年国民生活基礎調査から歯科疾

患有訴者数（(1)歯が痛い，(2)歯ぐきが腫れ

ている，(3)噛みにくい）及び第３回 NDB オ

ープンデータから歯科受療・診療行為算定

数（a 初再診，b 投薬，c う蝕除去，d 抜髄，

e 歯石除去，f 抜歯，g ブリッジ，h 義歯）

を都道府県別に集計し，平成 28 年 5 歳齢階

級別人口（男女）の日全体を基準集団とし，

基準集団の性年齢階級別数（有訴者数,算定

数）の各都道府県の性年齢階級人口の重み

付平均として計算される期待数に対する各

都道府県の数の比（標準化比）を求めた. 標

準化有訴者比と標準化算定数比の関連をス

ピアマン相関係数で推定した。 

有意（p＜0.05）となった関連を記す。 関

連（正）は，有訴(1)(2)(3)と a 初再診，有訴

(1)(2)とｂ投薬，ｃう蝕除去，e 歯石除去，

有訴(3)とｂ投薬，ｄ抜髄，e 歯石除去。関連

（負）は, 有訴(2)と f 抜歯で認められた。他

方，有訴(1)(2)(3)と咬合回復治療（g ブリッ

ジ,h 義歯）との有意な関連は認められなか

った。 

標準化歯科疾患有訴者比（国民生活基礎

調査）と標準化歯科診療行為算定比（NDB

オープンデータ）より, 歯科疾患有訴者と

歯科外来受診には有意な関連が認められた。

歯や歯肉に症状のある者は，投薬及び, う

蝕治療･歯周病治療の初期治療を受けてい

る実態が窺えた。他方で, 口腔機能障害に

至った者に対する咬合回復治療には課題が

ある可能性が考えられた。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

（６）歯科レセプト情報「欠損歯式」の妥

当性に関する検討 

わが国では NDB を始めとするレセプト

データの研究利用が近年促進されている。

レセプトデータは傷病名・処置情報の妥当

性が不明でありこの点が研究利用の障壁の

一つとなっている。口腔保健のアウトカム

指標としては歯数が広く用いられており，

歯科レセプト情報「歯式」はこの歯数情報

を包含している。歯式表記には現在歯数表

記の「現在歯式」と欠損歯数表記の「欠損

歯式」がある。現在歯式のみでは，無歯顎

者等多数歯欠損者の歯数把握が困難なた

め，欠損歯式から現在歯数を補足的に推計
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する必要がある。本報告では，昨年度報告

の現在歯式に続き欠損歯式の妥当性につい

て検討した。 

首都圏 5 歯科診療所を受診した欠損歯式

を有する 663 名を分析対象とした。カル

テ・X 線から確認した欠損歯数をゴールド

スタンダードとして，レセプト記載の欠損

歯数との相関・一致度を検討した。即ち，

欠損歯数４階級（➀1-6 歯，②7-12 歯，③

13-18 歯，④19 歯以上）の平均値をそれぞ

れ算出し，対応のある t 検定により，レセ

プト記載の欠損歯数とカルテ等から確認し

た欠損歯数を比較した。加えて，級内相関

係数により両歯数の一致度を求めた。 

欠損歯数の平均値は全体では，レセプト

欠損歯数 5.2 ±6.3，カルテ欠損歯数

8.6±9.1，４階級それぞれでは，

(1)[2.1±1.5，5.2±7.3]，(2)［9.0±1.6，

14.9±4.7]，(3)[14.3±1.4，19.3±4.7]，

(4)[25.7±3.1，25.5±3.1] であった。級内相

関係数は，(1)0.10（95％信頼区間：0.01・

0.18），(2)0.25（0.03・0.44），(3)-0.03（-

0.29・0.23），(4)0.95（0.91・0.98）であ

った。 

欠損歯式は 19 歯以上の多数歯欠損で

は，実際の欠損歯数と高い一致率が認めら

れた。他方で，少数歯の妥当性は低いと考

えられた。本研究は首都圏診療所を対象と

しているため結果の代表性には慎重な検討

が必要と考えられる。今後のレセプト研究

における現在歯数の把握において多数歯欠

損歯式は，現在歯数把握の補足的指標とし

て用いることができる可能性が考えられ

た。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

（７）わが国の歯科医療受療差の経年変化

に関する検討～NDB オープンデータを用

いた都道府県差の分析～ 

 歯科口腔保健の推進に関する基本的事項

において歯科保健の地域(都道府県)間格差

が指摘されている。近年増加がみられてい

た歯科診療所数は，令和元年には減少に転

じており，今後更なる社会の高齢化がすす

むわが国において歯科受療の地域格差が拡

大することが懸念される。 

本研究では，歯科医療受療の都道府県格差

の経年的変化の傾向について NDB オープ

ンデータを用いた近年の分析を行うととも

に，今後の歯科医療受療格差を簡易迅速に

把握する分析手法について検討することを

目的とする。 

対象データは，NDB オープンデータの

うち，治療算定数が公表されている 2016

年 4 月～2020 年 3 月（第３回～第６回）

の 4 年間分を用いた。歯科診療所における

歯科受診を示す指標として（１）外来初再

診（２）訪問歯科診療の 2 指標を，代表的

な歯科治療を表す指標として（３）う蝕除

去（４）抜歯（５）抜髄（６）歯石除去

（７）ブリッジ（８）義歯の 6 指標を設定

の上，各算定数を都道府県別に集計し，各

都道府県の人口・性・年齢で調整した標準

化算定数比（= 実際の算定数/期待算定

数；SCR）を求めた。これらの都道府県差

を把握するために，各 SCR の変動係数と

最大値最小値比を算出した。 さらに，4

年間の経年変化を比較するために，2016

年度（第３回）の変動係数と最大値最小値

比，それぞれの値を基準値として，2019

年度（第 6 回）までの各年度における変化

の割合を算出した。 

2016～2019 年度におけるわが国の歯科
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医療利用の都道府県差は，訪問歯科診療お

よび歯石除去で大きく，抜歯，ブリッジ，

義歯では比較的小さい状況が窺えた。この

傾向は 4 年間を通じて一貫して認められ，

急性症状や咬合回復に対する現況の歯科医

療サービスは日本全国で確立されており利

用可能である可能性が示唆された。

全国地域差の経年変化は，歯科受診では，

外来初再診の地域差に一定の変化が認めら

れない一方で，訪問歯科診療では地域差に

経年の減少傾向が窺えた。治療内容では，

う蝕治療，歯周病治療，補綴治療では地域

差に一定した経年の変化はみられなかった

が，抜歯治療において，変動係数，最大値

最小値比ともに経年の増加傾向がみられ

た。

わが国の近年の歯科医療受療の地域差に

ついては変化がみられてきていることか

ら，今後の継続的な把握が必要と思われ

た。NDB オープンデータ・SCR 値を用い

た生態学的分析は簡易迅速に地域差の概況

を表章できることから今後の活用可能性が

示唆された。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

（８）高齢者の歯科受療実態と年齢，要介

護度の関連：市町村医療介護連結レセプト

データを用いた横断研究

本研究では，歯科受診促進のアプローチ

が必要な集団について特定するため，後期

高齢者の，性・年齢・要介護度別に歯科受診

割合を記述することを目的とする。

本研究のデザインは横断研究である。

2014 年 4 月〜2019 年 3 月の茨城県つくば

市の医療介護連結レセプトデータベースを

利用した。研究対象者はつくば市の後期高

齢者医療制度に加入している 75 歳以上の

全住民である。アウトカム変数は歯科受診

の有無であり，観察期間中に 1 回以上の歯

科受診があった者を「歯科受診あり」とみな

した。年齢階級を 1)75〜79 歳，2)80〜84

歳，3)85〜89 歳，4)90〜94 歳，5)95 歳以

上に分類した。要介護認定をⅰ)認定なし，

ⅱ)要支援 1~2，ⅲ)要介護 1~2，ⅳ)要介護

3~5 に分類した。男女で層別化し，年齢，要

介護度と歯科受診割合の関連についてコク

ランアーミテージの傾向検定を行った。

解析対象となった住民は 27,141 人であ

り，観察期間の中央値は 53 ヶ月(四分位範

囲:25-60 ヶ月)だった。観察期間中に 1 回以

上の歯科受診をした人は 16,959 人(62.5%)

だった。男女ともに年齢が高くなると歯科

受診割合は低くなった(p<0.001)。また，男

女ともに要介護度が高くなると歯科受診割

合は低くなる(p<0.001)。男女ともに年齢が

低い時には要介護認定がない状態の方が受

診割合が高いが，年齢階級が高くなると要

介護度が高い方が受診割合が増加する。男

女ともに最も歯科受診割合が低い集団は

95 歳以上の要介護度認定なしの人たちで

あった。

本研究の結果，後期高齢者では年齢が高

くなるほど，要介護度が高くなるほどに歯

科受診割合が減少するが，95 歳以上の高齢

者になると要介護認定なしが最も受診割合

が低かった。この集団の人に対して，歯科受

診を促すアプローチを検討することが，高

齢者の口腔健康や全身状態を向上させる上

で重要であると考えられた。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

（９）介護老人福祉施設入居者の歯科受診

状況に関する検討

～A 市医療・介護レセプトを用いた介護老
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人福祉施設入居者の歯科受診の現況調査研

究～

高齢者の口腔状態を良好に保つ事は，高

齢者の健康維持に重要である。介護施設の

入居者は，歯科の受診状況が入居した施設

の影響を受けていることが考えられる。本

研究は，介護老人福祉施設入居者の歯科受

診の状況と施設による受診差の有無を明ら

かにすることを目的とする。

2012 年 4 月から 2015 年 3 月の A 市の

歯科レセプト(国民健康保険・後期高齢

者)，及び 介護レセプト及びを突合利用

し，A 市介護老人福祉施設入居者の歯科医

療受診割合と歯科医療へのアクセス手段

（訪問診療・外来受診）を分析した。

 A 市介護老人福祉施設入居者の歯科受

診割合は施設によりばらつきがみられ，歯

科診療へのアクセスは施設により，➀訪問

診療が主，➁ 訪問診療と外来受診が混

在，③歯科受診が全体に少ない，の 3 類型

がみられた。各施設入居者の訪問歯科受診

割合は，いずれの施設でも変動は少なかっ

た。訪問歯科受診割合は，入居者特性より

も，経口維持・口腔衛生管理の歯科関連加

算施設や，ユニット型を採用している施設

で高いことが認められた。施設の協力歯科

の有無は，入居者の歯科受診割合と関連が

小さいことが認められた。

A 市の介護老人福祉施設入居者の歯科医

療の受診割合は施設間では最大 4 倍程度の

差がみられており，歯科診療へのアクセス

（訪問診療・外来受診）には違いが見られ

た。施設における訪問歯科受診割合は，歯

科関連加算やユニット型採用の施設で高い

傾向がみられており，A 市介護老人福祉施

設では，入居者の要因よりも，施設特性が

入居者の歯科受診の有無に影響を及ぼして

いる可能性が大きい状況が窺えた。今後の

訪問歯科診療促進の施策においては，施設

間の歯科医療受診割合の差や，入居者の歯

科医療受診割合の低い施設に対する配慮の

視点が必要であると考えられた。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

（１０）わが国の口腔保健の指標体系に関

する統計学的検討

―PDCA サイクルを用いた「改善」に有用

と考えられる指標体系の構築に向けて－

前年度, わが国の口腔保健について今後

求められる指標に関し, 現在利用可能な

「歯科」に関するデータから どのような

指標を構築できるかの検討を, [1] e-stat,

および [2] NDB オープンデータから「歯

科」に関する調査項目を抽出し,  これら

から, 三層 D-Plus モデルを用いて, 指標体

系の検討を行った. 本年度は, 歯科に関す

る統計情報を拡充し(昨年度のものは再掲), 

PDCA サイクルを用いた「改善」に有用と

考えられる指標体系の構築にむけて検討す

ることを目的とする. 

まず, 既存統計から得られる指標 として

（A） e-stat より, （B） NDB オープン

データ(歯科)より, 調査事項を明示し, 指標

に求められる性質として, 1)要因と結果の

枠組みの構築, 2)要因について, 3)結果につ

いて, ４）PDCA の観点から検討し, 現状

の課題の提示から, 今後有用と考えられる

指標体系の構築にむけて検討を行った.

今後望まれる指標体系として ①「要因」

と「結果」の両者の情報を収集する点, ② 

PDCA サイクルの考え方に対応している

点, および③事業を３段階「行政」「施

設」「個人」の枠組みで展開する「口腔保
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健事業評価モデル」は, 有用であると考え

る. さらに信頼度の高いデータを用いるた

めには, 「口腔保健事業評価モデル」に沿

って, データ収集デザインを設計し, そ

の元でデータを収集することである. 「口

腔保健事業評価モデル」における「行政」

は「国」を想定しているため, 「県」「市

町村」についての検討が必要である。
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分担研究報告書

日本成人の歯科検診受診状況と年齢、性別、市郡、口腔保健状態との関連 

日本成人の歯科検診受診状況と社会活動参加状況・運動実施状況との関連

研究分担者 財津崇 東京医科歯科大学大学院健康推進歯学分野 助教

研究協力者 井上裕子 東京医科歯科大学大学院健康推進歯学分野 博士課程

研究協力者 石丸美穂 筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野 助教

研究協力者 木野志保 京都大学大学院医学研究科社会健康医学系専攻  博士課程

研究協力者 平健人 筑波大学大学院人間総合科学研究科ヒューマン・ケア科学専攻

博士課程

研究分担者 高橋秀人 国立保健医療科学院  統括研究官

研究代表者 田宮菜奈子 筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野 教授

筑波大学ヘルスサービス開発研究センター  センター長

研究要旨

これまで日本人全体を調査する研究において日本人成人の口腔保健状態や社会的背景との関連

を調査した報告は少ない。本研究では歯科検診の受診が年齢、性別、在住地域、口腔保健状

態、さらに日常の社会参加状況や運動の実施にどのように関連するかを調査することを目的と

している。平成 28 年歯科疾患実態調査と同年の国民健康・栄養調査の個票データを突合し、20

歳以上の成人を対象として、国民健康・栄養調査による「過去 1 年間の歯科検診受診の有無」

と年齢、性別、市郡、歯科疾患実態調査による口腔保健状態の関連について分析を行った結

果、年齢が高く、女性の方が歯科検診受診者が多く、小規模都市よりも大規模都市の方が受診

者が多かった。また口腔保健状態も歯科検診を実施している者が良好であることが示された。

また平成 28 年国民健康・栄養調査の質問票調査による「過去 1 年間の歯科検診受診の有無」を

目的変数、運動の有無、BMI、健康関連ボランティア活動への参加の有無、歯の本数を説明変

数、年齢、性別、調査地区、喫煙、飲酒を調整因子としてその関連について二項ロジスティッ

ク回帰分析を行った結果、歯科検診の参加に有意差の見られた項目は、BMI25 以上

（OR=0.86:95％CI＝0.80-0.93)（BMI18.5－24.9 と比較）、現在歯数０歯（OR=0.18:95％CI

＝0.15-0.22)、1－9 歯（OR=0.65:95％CI＝0.56-0.76)（現在歯数 28 歯以上と比較）、運動日数

0 日 (OR=0.73:95 ％ CI ＝ 0.65-0.81 ）（ 7 日と比較）、健康関連ボランティア不参加

（OR=0.78:95％CI＝0.73-0.85)（参加と比較）であった。健康日本 21 の目標である定期歯科検

診の受診状況をさらに向上させることが国民の口腔保健状態を良好に保つために重要であり、

定期歯科検診の受診状況の向上には、社会との関わりや日々の運動など様々な視点から把握す

ることが重要と考えられた。

Ａ．研究目的

健康日本 21 では、定期歯科検診の受診

を勧奨しているが、その要因を調査するこ

とは重要である。これまで日本人全体を調

査した研究において日本人成人の定期歯科

検診の受診と口腔保健状態や社会的背景、
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社会活動参加状況や運動実施状況を調査し

た報告は少ない。本研究では歯科検診の受

診が年齢、性別、在住地域、口腔保健状態

にどのように関連するかを調査し、さらに

歯科検診の受診が日常の社会参加状況や運

動の実施とどのように関連するかを調査す

ることを目的としている。 

 

Ｂ．研究方法 

1．歯科検診受診状況と年齢、性別、市郡、

口腔保健状態との関連 

平成 28 年歯科疾患実態調査と同年の国民

健康・栄養調査の個票データを突合し、20

歳以上の成人 3,234 名（男性 1,382 名、女

性 1,852 名）を対象として、国民健康・栄

養調査による「過去 1 年間の歯科検診受診

の有無」と性別、年齢（10 歳区分）、都市規

模（13 大都市、人工 15 万以上、5－15 万、

5 万未満の市、町村）の関連をカイ 2 乗検定

にて分析を行った。また歯科疾患実態調査

による口腔保健状態（現在歯数、未処置歯

数、CPI による歯肉出血の有無、歯周ポケ

ット 4mm 以上の有無）の関連について共分

散分析（ANCOVA）を行った。 

2．歯科検診受診状況と社会活動参加状況

・運動実施状況との関連 

平成 28 年の国民健康・栄養調査の個票

データを利用し、20 歳以上の成人 26,225

名（男性 12,132 名、女性 14,093 名）を

対象として、質問票調査による「過去 1

年間の歯科検診受診の有無」を目的変数、

運動の有無、BMI、健康関連ボランティ

ア活動への参加の有無、歯の本数を説明変

数、年齢、性別、調査地区、喫煙、飲酒を

調整因子としてその関連について二項ロジ

スティック回帰分析を行った。 

本研究で用いるデータは、筆者らが受領

する以前に個人を特定できる情報は削除さ

れており、個人情報は保護されている。ま

た本研究は東京医科歯科大学歯学部倫理審

査委員会の承認（承認日：2020 年 4 月 22

日、承認番号：D2019-065）を得て実施し

た。 

Ｃ．研究結果 

1．歯科検診受診状況と年齢、性別、市郡、

口腔保健状態との関連 

女性および年齢が高い者において、過去

1 年の歯科検診受診者が有意に多かった。

また都市規模において検診の受診状況に有

意差は見られなかった（図 1－3）。口腔保

健状態は、全ての項目において歯科検診受

診状況と有意な関連が見られた。歯科検診

受診者は、未受診者に比べ、有意に現在歯

数が多く、未処置歯数が少なく、歯肉出血、

歯周ポケット 4mm 以上の部位数が多かっ

た（表 1）。 

2．歯科検診受診状況と社会活動参加状況

・運動実施状況との関連 

歯科検診の参加に有意差の見られた項目

は、 BMI25 以上（ OR=0.86:95 ％ CI＝

0.80-0.93)（BMI18.5－24.9 と比較）、現

在歯数０歯（ OR=0.18:95 ％ CI ＝ 0.15-

0.22)、1－9 歯（OR=0.65:95％CI＝0.56-

0.76)（現在歯数 28 歯以上と比較）、運動

日数 0 日 (OR=0.73:95％CI＝0.65-0.81）

（7 日と比較）、健康関連ボランティア不

参加（OR=0.78:95％CI＝0.73-0.85)（参

加と比較）であった（表 2）。 

 

Ｄ．考察 

本研究により日本人の歯科検診受診状況

と年齢、性別、在住地域との関連について

調査ができた。年齢が高く、女性の方が歯

科検診受診者が多かったが都市規模では受

診状況に関連は見られなかった。また口腔

保健状態も歯科検診を実施している者が良

好であることが示された。また日本人の歯

科検診受診に、肥満、日常運動の非実施、

健康へのボランティア参加活動、現在歯

10 歯未満等が関連することが示唆された。 

健康日本 21 の目標である定期歯科検診

の受診状況をさらに向上させることが国民
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の口腔保健状態を良好に保つために重要で

あることが示唆された。そして定期歯科検

診の受診状況の向上には、社会との関わり

や日々の運動など様々な視点から把握する

ことが重要と考えられた。 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

①財津 崇,井上 裕子,平 健人, 石丸 美穂, 

木野志保, 高橋 秀人, 田宮 菜奈子. 日本

成人の歯科検診受診状況と年齢、性別、市

郡、口腔保健状態との関連. 第 70 回日本

口腔衛生学会・総会 2021.5.27 

②財津 崇,井上 裕子,平 健人, 石丸 美穂, 

木野志保, 高橋 秀人, 田宮 菜奈子.日本成

人の歯科検診受診状況と社会活動参加状況

・運動実施状況との関連. 第 32 回日本疫

学会学術総会. 2022.1.26 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む） 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 

参考文献 

 
図 1 性別の歯科検診受診状況 

 

-20-



 

図 2 年代別の歯科検診受診状況 

 

 

 
図 3 都市規模別の歯科検診受診状況 

 

 

 

 

-21-



 

表 1 歯科検診受診状況別口腔内状況（ANCOVA) 

 
*  性別、年齢、都市規模で調整 

**性別、年齢、都市規模、CPI 分画数で調整 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 歯科検診受診状況を独立変数とした二項ロジスティック回帰分析 

 
※年齢、性別、調査地区、喫煙、飲酒で調整 
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研究要旨

本研究では、平成 28 年の国民健康・栄養調査を用いて、家庭での受動喫煙と歯の喪失との関連

を解析した。20 歳以上の 26,225 名のうち、喫煙者、過去の喫煙者を除く 18,812 名を対象者と

した。受動喫煙と歯の数との関連の検討には、重回帰分析を用い、目的変数は現在歯数、説明

変数として家庭での受動喫煙（ほぼ毎日、週に数回～月に 1 回、全くなかった）を投入し、調

整変数として年齢層、性別、歯科健診の有無、職業分類、世帯人数を加え解析した。結果は、

対象者の 8.4％がほぼ毎日自宅で受動喫煙を受けていた。単回帰分析では、受動喫煙と歯の喪失

との間に正の関連性は示されなかったが、多変量調整分析では、家庭での受動喫煙が全くない

群と比べて、ほぼ毎日の群ではβ：-0.90（95％CI：-1.27～-0.53）と現在歯数が少なくなるこ

とが明らかとなった。このことから、家庭での受動喫煙への曝露が歯の喪失のリスクを高める

ことを示唆しており、今後とも、喫煙者本人の健康だけでなく他人の健康にも喫煙が及ぼす悪

影響について広く周知していく必要があり、家庭での受動喫煙についても対策をしていくこと

が求められる。

Ａ．研究目的

喫煙が歯周組織に多大なる影響を与えてい

ることは周知の事実である。1 2 3 近年、

受動喫煙においても影響がみられるとの報

告 4 5 がされているが、口腔衛生を悪化さ

せるかどうかは十分に解明されていない。

日本では、公共の場所での喫煙が制限また

は禁止されているが、家庭での喫煙を制限

する法律はない。また、家庭での受動喫煙

の有害な影響に関する歯科研究では、主に

子ども 6 と妊婦 7 のみが調査されており、

成人の歯の喪失に焦点を当てた研究はほと

んどない。そこで、家庭における受動喫煙

と歯の本数との関連を明らかにすることを

目的とした。

Ｂ．研究方法

2016 年の国民健康栄養調査に協力した 20
歳以上の 26,225 名のうち、喫煙者、過去

の喫煙者を除く 18,812 名を対象者とした。

受動喫煙と歯の数との関連の検討には、重

回帰分析を用い、目的変数は現在歯数、説

明変数として家庭での受動喫煙（ほぼ毎日、

週に数回～月に 1 回、全くなかった）を

投入し、調整変数として年齢層、性別、歯

科健診の有無、職業分類、世帯人数を加え

解析した。現在歯数は、より正規分布に近

づけるために対数変換を行った。

本研究で用いるデータは、筆者らが受領

する以前に個人を特定できる情報は削除さ

れており、個人情報は保護されている。ま
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た本研究は東京医科歯科大学歯学部倫理審

査委員会の承認（承認日：2020 年 4 月 22 日、

承認番号：D2019-065）を得て実施した。 

Ｃ．研究結果

対象者は 65.5％が女性で、平均年齢は男

性 58.8（SD：18.5）、女性 59.0（SD：

18.1）であった。家庭での受動喫煙の割合

は、「ほぼ毎日」が 8.4％、「週に数回から

月に 1 回」が 6.6％、「まったくない」が

85.0％であった。家庭での受動喫煙割合は、

性別による大きな違いがあり、男性でそれ

ぞれ 3.6％、4.0％、92.4％、女性で 10.9
％、7.9％、81.2％であった。受動喫煙を

「ほぼ毎日」、「週に数回から月に 1 回」、

「まったくない」と報告した人は、平均歯

数はそれぞれ 21.7（SD：8.8）、22.6（SD
：8.3）、21.2（SD：9.0）であった。多重

回帰分析の結果、ほぼ毎日家庭で受動喫煙

にさらされることは、現在歯数が少ないこ

とと有意に関連していた。（β= -0.04; 95％
CI：-0.07 –-0.01）。 
Ｄ．考察

本研究の結果、家庭での受動喫煙が現在

歯数に有害な影響を及ぼすことが示唆され

た。記述統計と単変量分析では、この関連

性を示さなかった。これは、年齢の影響が

大きかったことが考えられる。若者は高齢

者と比べ、喫煙率が高く、現在歯数も多い

ため、単回帰分析だけでは受動喫煙の影響

を明らかにすることができなかったことが

推測される。

公共施設や飲食店などでは、受動喫煙の

規制が行われているが、家庭における受動

喫煙については注目されていない。今後と

も、喫煙者本人の健康だけでなく他人の健

康にも喫煙が及ぼす悪影響について広く周

知していく必要があり、家庭での受動喫煙

についても対策をしていくことが求められ

る。また今回、受動喫煙の正確な曝露期間

のデータが入手できなかったため、今後は

期間や、家の広さ、喫煙者の人数など他の

要因を考慮したさらなる分析も必要である。

Ｅ．結論

本研究から、受動喫煙への曝露が歯の喪

失のリスクの増加と関連していることが示

された。

Ｆ．研究発表

１．論文発表

Inoue Y, Zaitsu T, Akiko O, et al. 
Association between exposure to 
secondhand smoking at home and tooth 
loss in Japan: A cross-sectional analysis 
of data from the 2016 National Health 
and Nutrition Survey. Tobacco Induced 
Diseases.2021;19(December):96. 
doi:10.18332/tid/143177. 
２．学会発表

井上 裕子, 財津 崇, 平 健人, 石丸 美
穂, 高橋 秀人, 相田 潤, 田宮 菜奈子. 家
庭における受動喫煙が現在歯数に与える影

響について.2021 年日本口腔衛生学会特別

学術大会. 2021.9.23 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む）

１．特許取得

なし

２．実用新案登録

なし

３．その他

なし
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表 1.家庭における受動喫煙頻度別の基本属性 

全体(%) 平均歯数 (SD)
ほぼ毎日

N＝1,580

週に数回
～月に1回
N=1,234

全くなかった

N=15,998
性別

男性 6484 (34.5) 21.4 (9.0) 3.6 4.0 92.4
女性 12328 (65.5) 21.4 (8.9) 10.9 7.9 81.2

年齢（歳）
20-39 3356 (17.8) 27.6 (1.8) 10.1 10.8 79.1
40-59 5215 (27.7) 25.8 (4.3) 9.8 6.7 83.6
60-79 7820 (41.6) 19.1 (8.7) 7.7 5.5 86.9

≥80 2421 (12.9) 10.4 (9.9) 5.5 4.0 90.5

家庭での受動喫煙頻度

表 2.歯の本数に対する重回帰分析

β ｐ β ｐ
家庭での受動喫煙

ほぼ毎日 0.02 -0.01 ～ 0.05 0.26 -0.04 -0.07 ～ -0.01 <0.01
週に数回～月に1回 0.09 0.06 ～ 0.12 <0.01 0.01 -0.02 ～ 0.03 0.64

全くなかった ref ref

単回帰分析 重回帰分析
[95% CI］ [95% CI］

年齢、性別、職業、世帯人数、家庭以外での受動喫煙頻度、一年以内の歯科健診の有無を調整

-26-



厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業研究事業)  

分担研究報告書

家族介護と満たされない歯科医療ニーズ(unmet dental needs)の関連 
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研究要旨

目的 満たされない歯科医療ニーズを把握することは、口腔衛生を向上させるために不可欠であ

る。家族介護者の全身および精神的健康はしばしば損なわれているが、満たされない歯科医療

ニーズと家族介護の関係を評価した研究はほとんどない。本研究では、日本における家族介護

と満たされない歯科医療ニーズとの関連性を評価することを目的とした。

方法 2016 年国民生活基礎調査を用いて横断研究を実施した。歯科症状を有する参加者を対象

とした。主要アウトカムは満たされない歯科医療ニーズであり、歯科医院に通院していないと

定義した。関心のある曝露変数は、要介護の家族の介護者であることであった。年齢、性別、

配偶者の有無、週当たりの労働時間、学歴、1 ヶ月当たりの世帯支出、主観的健康観を調整し、

ロジスティック回帰分析を行った。また、性別による層別分析も行った。

結果 国民生活基礎調査回答者の中から、歯の症状を最も気にしている対象者 5,100 人を抽出し

た。このうち、家族介護者は 233 名（4.6％）であった。歯に関するニーズが満たされていない

参加者は 2,354 名（46.2％）であった。満たされない歯科医療ニーズに対する家族介護の調整

オッズ比（aOR）は、1.20（95％信頼区間）[CI], 0.92-1.57, p＝0.178）であった。性別による

層別分析では、男性の家族介護者は満たされていない歯のニーズを持つ可能性が高かったが

（aOR: 1.80, 95%CI: 1.09-2.98, p=0.022）、女性介護者ではこの関連は統計的に有意ではなか

った（aOR: 1.01, 95%CI: 0.73-1.39, p=0.973）。 

結論 本研究の結果、男性家族介護者は非介護者よりも満たされていない歯科治療ニーズが大き

いことが明らかになった。家族介護者は歯科症状を経験しているにもかかわらず、歯科医療サ

ービスの利用が不足している可能性が示唆された。

Ａ．研究目的

高齢者の増加により介護サービスの需要が

高まっており、家族介護者は要介護者の介

護ケアについて大きな役割を担っている。

しかし、家族介護者は非介護者に比べて、

慢性的な精神的健康不良(1)、高い死亡率

(1)、低い生活の質(2)を有すると報告され

ている。また、家族介護は医療サービスの

利用を妨げる要因である可能性がある。介

護の負担が大きいことは、定期健康診断
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(3,4)やがん検診(4)の受診と負の相関があ

るという研究があった。一方で、健康診断

や医師の診察と関連がないとする研究もあ

る(5,6)。しかし、家族の介護と歯科サー

ビスの利用に関する関係を調べた研究はほ

とんどない。

満たされない歯科医療ニーズとは、歯科受

診が必要な症状があるにもかかわらず、歯

科受診ができていない状況である。先進国、

途上国を問わず重要な問題である。口腔の

健康は、全身の健康や健康関連 QOL と密

接な関係がある(7,8)。満たされない歯科

医療ニーズを持つ人の割合は、ヨーロッパ

諸国では 4.0%(9)、米国では 6.0%(10)、韓

国では 43.9%である。(11) 満たされない

歯科医療ニーズの要因は、年齢(11-13)、

性別(11,12)、所得(10-15)、歯科医療サー

ビスをカバーしない保険(10,15)、教育歴

(10,12,15)、結婚の有無(10,11)、民族(16)、

主観的健康観 (10,12,15) 、長時間勤務

(17,18)、等とされているが、家族の介護

と満たされない歯科医療ニーズの関連は未

だ不明である。

本研究では、全国規模の横断調査データを

用いて、家族介護と満たされない歯科的ニ

ーズとの関連を評価することを目的とした。

Ｂ．研究方法

研究設定

本研究のデザインは横断研究である。

2016 年に実施された国民生活基礎調査の

データを用いた。本調査は、厚生労働省が

実施した基幹統計調査であり、過去にも研

究で使用されている。(3,19) 国民生活調

査の対象者は、全国約 100 万地区から無

作為に選ばれた 5410 地区で、その地区に

住む全住民（約 29 万世帯、約 71 万人）

であった。回答率は 77.5％（224,208 世

帯/289,470 世帯）であった。 

研究対象者

研究対象者は、国民生活基礎調査に回答し

た者のうち、歯科症状を有する者である。

歯科症状を有する者を特定するには、健康

票における「あなたはここ数日、病気や怪

我などで体の具合の悪いところ（自覚症

状）がありますか？当てはまる症状のうち、

最も気になる症状はどれですか？」という

自己申告式質問に対する回答を利用した。

「歯が痛い」、「歯ぐきのはれ・出血」、「か

みにくい」という選択肢のどれか 1 つを

回答した人を歯科症状有りと判断した。

20 歳未満の参加者は研究対象者から除外

した。

アウトカム変数

本研究の主要アウトカムは、満たされない

歯科医療ニーズ(unmet dental needs)であ

る。歯に症状がある参加者のうち、「現在、

歯科医院に通っていますか」という質問に

対して「いいえ」と答えた参加者を満たさ

れない歯科医療ニーズが「ある」と定義し

た。

曝露変数

本研究の曝露変数は、要介護状態にある家

族の主な介護者であることである。世帯票

を用いて、同一世帯内の在宅高齢者に介護

を提供する者を抽出した。介護施設に入所

または入院している被介護者は該当しなか

った。

調整変数

年齢、性別、配偶者の有無、週当たりの労

働時間、学歴、1 ヶ月当たりの世帯支出、

主観的健康観に関するデータを質問票によ

り抽出した。配偶者の有無は、既婚、未婚、

死別・離別の 3 つのカテゴリーに分類し

た。週当たりの労働時間は、フルタイム労

働（週 30 時間以上）、パートタイム労働

-28-



（週 30 時間未満）、働いていない、の 3

つに分類された。学歴は、中学・高校卒、

専門学校・短大・高専卒、大学・大学院卒

の 3 つに分類された。主観的健康観は、

「よい」、「まあよい」、「ふつう」、「あまり

よくない」、「よくない」の 5 分類である。 

欠測変数

週当たりの労働時間、学歴、1 ヶ月当たり

の家計支出、主観的健康観は欠測値が認め

られた。

統計解析

研究対象者を介護者、非介護者にわけ背景

因子の違いについて記述した。連続変数で

は t 検定、カテゴリ変数ではフィッシャー

正確比検定を行った。家族介護と満たされ

ない歯科ニーズとの関連を評価するために、

多重ロジスティック回帰分析を行った。こ

のモデルでは、満たされない歯科的ニーズ

の有無を結果変数、介護者を主要予測変数、

その他の要因（年齢、性別、配偶者の有無、

週当たりの労働時間、教育歴、1 ヶ月当た

りの世帯支出、主観的健康観）を独立変数

として設定した。また、欠測値に対して多

重代入をマルコフ連鎖モンテカルロ法を用

いて行った。介護と満たされない歯科医療

ニーズとの関連が、性別によって異なる可

能性を評価するために、性別による層別分

析を実施した。

統計的有意性の閾値は、p 値≦0.05 とした。

すべての分析は、R バージョン 4.1.2（R 

Foundation for Statistical Computing, 

Vienna, Austria）を用いて行った． 

（倫理面への配慮）

本研究で用いるデータは、筆者らが受領

する以前に個人を特定できる情報は削除さ

れており、個人情報は保護されている。ま

た本研究は筑波大学医学医療系倫理委員会

の承認（承認日：2019 年 12 月 17 日、承認

番号：1446）、（承認日：2020 年 02 月 13

日、承認番号：1490）（承認日：2020 年 09

月 16 日、承認番号：1594）、を得て実施し

た。 

Ｃ．研究結果

2016 年 国 民 生 活 基 礎 調 査 は 、 合 計

568,426 名が回答していた。その中で、歯

の症状を最も気にしていると回答した参加

者は 5,459 人（0.96 %）だった。除外基

準に基づき、5,100 人の参加者が本研究の

対象となった（図 1）。対象者のうち、家

族介護者は 233 名（4.6％）であった。参

加者の背景情報を表 1 に示す。家族介護

者は非介護者と比較して、女性、高齢、無

職、専門学校/短大/高専卒、独身、主観的

健康観が「よい」と回答した人の割合が高

いことがわかった。満たされていない歯科

医療ニーズがある人は 2,354 人（46.2%）

で、そのうち 113 人(48.5%)が介護者、

2,241 人（46.0%）が非介護者であった。 

表 2 は、全参加者における満たされない

歯科医療ニーズに対する、多変量ロジステ

ィック回帰分析の結果である。家族介護者

が満たされていない歯科的ニーズを持つこ

との調整オッズ比（aOR）は 1.20（95％

信頼区間[CI]:0.92-1.57, p=0.178）であっ

た。女性は満たされていない歯科医療ニー

ズと負の関連があった。（aOR：0.72、95

％CI:0.64-0.82, p<0.001）。学歴では、専

門学校・短大・高専、大学・大学院卒業者

は、中学・高校卒業者よりも満たされてい

ない歯科医療ニーズが少なかった。（それ

ぞれ aOR:0.79,95％CI:0.67-0.92,p=0.003

および aOR:0.85, 95％CI:0.73-1.00, 

p=0.049）主観的健康観の悪化に伴い、満

たされない歯科ニーズは増加した。

表 3 は、性別で層別した参加者の満たさ

れていない歯科医療ニーズに関する多変量

ロジスティック回帰分析の結果である。男

性では、家族介護者は満たされない歯科医
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療ニーズを持つことと関連していたが

（aOR: 1.80, 95%CI: 1.09-2.98, p=0.022）、

女性ではその関連は統計的に有意ではなか

っ た （ aOR: 1.01, 95%CI: 0.73-1.39, 

p=0.973）． 

 

Ｄ．考察 

本研究では、家族介護と満たされていな

い歯のニーズとの関連性を明らかにした。

歯の症状がある参加者のうち、46.2%は満

たされていない歯のニーズがあった。関連

因子を調整した結果、男性の家族介護者は

満たされない歯科的ニーズを持っている関

連が統計学的に有意であったが、女性では

有意ではなかった。 

 

本研究では、参加者の 0.96％が最も気

になる症状として歯科症状を有していた。

その中で、46.2％が満たされない歯科医療

ニーズを持っていた。ヨーロッパ諸国の歯

科医療ニーズを持っている人の割合の平均

は 4.0％である(9)。歯科への保険適用と満

たされない歯科医療ニーズには関連がある

(10,15)が、日本の国民皆保険は予防や矯

正を除くほぼすべての歯科治療をカバーし

ているため、日本人は他の国よりも満たさ

れない歯科医療ニーズが低いと考えられる。

もう一つの理由は、本研究では歯の症状を

歯の痛み、歯ぐきの出血、噛みにくさと定

義した。これまでの研究では、"歯科治療

が必要であったが、歯科治療を受けること

ができなかったか？"といった直接的な質

問に対する回答で満たされていない歯科医

療ニーズを定義していた。そのため、我々

の知見は過小評価されている可能性がある。 

 

本研究では、年齢(11-13)、性別(11,12)、

収入 (10-15)、学歴 (10,12,15)、婚姻状況

(10,11) 、 民 族 (16) 、 主 観 的 健 康 観

(10,12,15)、労働時間(17,18)などの要因で

補正すると、男性家族介護者だけが満たさ

れない歯のニーズを持つ傾向があった。一

方、女性では介護者と満たされない歯のニ

ーズの間の関連が認められなかった。韓国

の先行研究では、男性介護者は女性介護者

よりも健康診断やがん検診を受ける確率が

低いと報告している(4)。世界的に男性は

女性より、そもそも歯科治療を受けない傾

向にある(20,21)。家族介護が男性の性別と

満たされない歯科的ニーズとの関連性を高

めた可能性がある。また、要介護者の特徴

は、家族介護者の性別によって異なる可能

性がある。もし、男性の家族介護者がより

集中的な介護を必要とする被介護者を介護

している場合、被介護者の特性が満たされ

ない歯科医療ニーズに影響を与える可能性

がある。日本での先行研究では、家族介護

者の性別で被介護者の要介護度に差がない

が、男性介護者の方が配偶者の介護をして

おり、女性介護者の方が高齢者で認知症が

重度の要介護者の介護をしていることが報

告されている。(22)、今後の研究で被介護

者の情報も踏まえた研究が必要である。 

 

本研究は、家族介護と満たされていない

歯科的ニーズとの関係を評価した初めての

研究である。口腔の健康は全身の健康状態

と強く関連している。家族介護者の多くは

介護の負担を負っており、それが苦痛、合

併症、精神疾患、生活の質および幸福感の

低下につながる(23)。家族介護者は介護ケ

アにおいて重要な役割を果たしており、歯

の健康を含め、彼らの健康を促進するため

に社会的支援が不可欠である。 

 

本研究にはいくつかの限界がある。第一

に、横断的研究である。家族介護が満たさ

れない歯のニーズを引き起こすかどうかを

評価することはできなかった。第二に、本

研究では、参加者の介護を受ける人の特徴

を評価することができなかった。最後に、

自己申告によるアウトカムデータのみを検
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討した。参加者は、自分に歯の症状があり、

歯科医院に行く必要があることを自覚して

いない可能性がある。そのような場合、本

研究の知見は過小評価された可能性がある。

Ｅ．結論

本研究の結果、男性では介護者の方が満た

されない歯科医療ニーズが大きいことが明

らかになった。また、女性では明確な関連

は認められなかった。この結果は、家族介

護者が歯の症状を感じているにもかかわら

ず、歯科医療サービスを利用できない可能

性を示唆している。家族介護者の口腔健康

を促進するためには、社会的支援が必要で

ある。
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図 1. 研究対象者選択フローチャート 
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表 1. 研究対象者の特性 

全員

(n=5,100) 

家族介護者

(n=233) 

非介護者

(n=4,867) 

n (%) n (%) n (%) p-value

女性 2,796 (54.8) 163 (70.0) 2,633 (54.1) <0.001

年齢 (平均 [標準偏差]) 56.9 [16.8] 61.7 [12.0] 56.7 [17.0] <0.001

労働時間（1週間あたり） <0.001

勤務なし 2,208 (43.3) 138 (59.2) 2,070 (42.5) 

パートタイム (<30 h) 660 (12.9) 31 (13.3) 629 (12.9) 

フルタイム (≥30 h) 2,100 (41.2) 62 (26.6) 2,038 (41.9) 

欠測 132 (2.6) 2 (0.9) 130 (2.7) 

教育歴 0.07 

中学/高校卒 2,670 (52.4) 124 (53.2) 2,546 (52.3) 

専門学校/短大/高専卒 890 (17.5) 53 (22.7) 837 (17.2) 

大学/大学院卒 925 (18.1) 34 (14.6) 891 (18.3) 

欠測 615 (12.1) 22 (9.4) 593 (12.2) 

世帯支出（1ヶ月あたり,10 万

円単位, 平均[標準偏差]
2.66 (2.54) 2.53 (1.50) 2.66 (2.60) 0.452 

欠測 166 (3.3) 4 (1.7) 162 (3.3) 

婚姻状況 0.025 

既婚 3,473 (68.1) 163 (70.0) 3,310 (68.0) 

独身 881 (17.3) 49 (21.0) 832 (17.1) 

死別/離別 746 (14.6) 21 (9.0) 725 (14.9) 

主観的健康観

よい 387 (7.6) 27 (11.6) 360 (7.4) 0.031 

まあよい 882 (17.3) 29 (12.4) 853 (17.5) 

ふつう 2,931 (57.5) 131 (56.2) 2,800 (57.5) 

あまりよくない 778 (15.3) 43 (18.5) 735 (15.1) 

よくない 72 (1.4) 2 (0.9) 70 (1.4) 

欠測 50 (1.0) 1 (0.4) 49 (1.0) 

アウトカム変数

満たされない歯科医療ニーズ 2,354 (46.2) 113 (48.5) 2,241 (46.0) 0.505 
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表 2. 全対象者に対する満たされない歯科医療ニーズに対するロジスティック回帰の結果 

調整オッズ比 95% 信頼区間 p-value

家族介護者 1.20 (0.92-1.57) 0.178 

年齢 (10 才単位) 0.96 (0.92-1.00) 0.070

女性 (vs.男性) 0.72 (0.64-0.82) <0.001 

世帯支出（1ヶ月あたり,10 万円単位） 1.00 (0.97-1.02) 0.820

教育歴

中学/高校卒 参照

専門学校/短大/高専卒 0.79 (0.67-0.92) 0.003

大学/大学院卒 0.85 (0.73-1.00) 0.049

労働時間（1週間あたり）

勤務なし 参照

パートタイム (<30 h) 1.01 (0.85-1.22) 0.884 

フルタイム (≥30 h) 0.98 (0.85-1.13) 0.804 

婚姻状況

既婚 参照

独身 1.00 (0.85-1.19) 0.978

死別/離別 1.18 (1.00-1.39) 0.055

主観的健康観

よい 参照

まあよい 1.12 (0.88-1.43) 0.353

ふつう 1.31 (1.06-1.63) 0.014

あまりよくない 1.42 (1.11-1.82) 0.006

よくない 1.66 (1.00-2.77) 0.052

表 3.男女で層別化した満たされない歯科医療ニーズに対しての多変量ロジスティック回帰の結果 

調整オッズ比 95% 信頼区間 p-value

男性

家族介護者 1.80 (1.09-2.98) 0.022

女性

家族介護者 1.01 (0.73-1.39) 0.973

*調整変数：年齢、世帯支出、教育歴、勤務時間、婚姻状況、主観的健康観
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就労状況と満たされない歯科受療ニーズの関連
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研究要旨

目的：歯科症状を有するにも関わらず歯科受診していない“満たされないニーズ”（unmet 

dental needs）が存在する。また先行研究から就労状況が受診行動と関連していることも明ら

かになっている。そこで、就労状況と unmet dental needs の間に関連があるかを検討すること

を目的とした。

方法：国民生活基礎調査に回答した者のうち、18～65 歳で、就労しており、歯科症状を有する

者を本研究の対象者とした。勤務状況は、①週間の就業時間、②勤め先での呼称、③職業分類

の３つを用いた。対象者のうち、勤務状況と歯科受診との間に関連があるかロジスティック回

帰分析を用いて評価した。

結果：18～65 歳で就労しており歯科症状を有する者（N=3980）の中で、就労状況と歯科受診

に関連があるかを調べた結果、就業時間の長さ、正規雇用者かどうか、職業の種類において、

歯科受診との関連は見られなかった。

結論：歯科症状を有するにも関わらず歯科医院に通院していない者が約半数いた（50.3％）。

ロジスティック回帰分析の結果から、就労状況と満たされない歯科受診ニーズとの間に関連は

見られなかった。したがって、満たされない歯科受診ニーズには就労状況以外の要因が関連し

ている可能性が示唆された。

Ａ．研究目的

日本人の過重労働は社会問題になってい

る。2021 年の有給休暇取得率は 56.6％と

約半数は未取得であり、職種によって取得

率に差が存在することも報告されている

(厚生労働省, 2021)。また非正規雇用職員

には、正規職員と同等の社会保障がない場

合も多く、受診のための時間を確保しにく

い場合もある。OECD 諸国の中で最も雇

用者一人当たりの年間総労働時間が長い韓

国において(小倉, 2008)は、金銭的困難と

歯科受診控え(Kim et al., 2017)および長時

間労働と時間がないための歯科受診控えと

の関連が報告されている(Lee et al., 2021)。

一方、日本全国のデータを使用して満たさ

れない歯科受診ニーズと就労状況の関連を

評価した研究はまだない。本研究では、就

労状況と歯科症状を有するにも関わらず歯
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科受診できない満たされないニーズとの関

連を明らかにすることを目的とした。

Ｂ．研究方法

研究設定

2016 年に実施された国民生活基礎調査

のデータを用いて横断研究を行った。調査

の対象者は、全国約 100 万地区から無作

為に選ばれた 5410 地区に住む全住民（約

29 万世帯、約 71 万人）であった。回答者

は 568,426 名 で 、 回 答 率 は 77.5 ％

（224,208 世帯/289,470 世帯）であった。 

研究対象者

国民生活基礎調査に回答した者のうち、

18～65 歳で、就労しており、歯科症状を

有する者を本研究の対象者とした。世帯票

において「現在仕事をしていますか？」と

いう自己申告式質問に対し「はい」と回答

した者を就労者と判断した。また健康票に

おける「あなたはここ数日、病気や怪我な

どで体の具合の悪いところ（自覚症状）が

ありますか？当てはまる症状のうち、最も

気になる症状はどれですか？」という質問

に対する回答を利用し、歯科症状を有する

者を特定した。「歯が痛い」、「歯ぐきのは

れ・出血」、「かみにくい」という選択肢の

いずれか 1 つ以上を回答した人を歯科症

状有りと判断した。

従属変数

満たされない歯科医療ニーズ (unmet 

dental needs)を本研究のアウトカムとし

た。歯科症状を有する参加者のうち、「現

在、歯科医院に通っていますか？」という

質問に対して「いいえ」と答えた参加者を

満たされない歯科医療ニーズが「ある」と

定義した。

独立変数

勤務状況を本研究の独立変数とした。勤務

状況は、世帯票を用いて、①週間の就業時

間、②勤め先での呼称、③職業分類の３つ

を用いた。

①週間の就業時間は、連続値で使用した。

②勤め先での呼称による分類は、（i）「正

規の職員・従業員」を含めた正規雇用、

（ii）「パート、アルバイト、労働者派遣

事業所の派遣社員、契約社員、嘱託」を含

めた非正規雇用の２つに分類した。「その

他、不詳」は欠損値として扱った。③職業

分類は（i）「管理的職業従事者、専門的・

技術的職業従事者」を含めた管理職種、

（ii）「事務従事者、販売従事者、サービ

ス職業従事者、保安職業従事者」を含めた

サービス業種、（iii）「農林漁業従事者、生

産工程従事者、輸送・機械運転従事者、建

設・採掘従事者、運搬・清掃・包装等従事

者」を含めたその他、３つに分類した。

「分類不能の職業、不詳」は欠損値として

扱った。

調整変数

年齢、性別、婚姻状況、学歴に関するデ

ータを質問票により抽出し、調整変数とし

て使用した。婚姻状況は、既婚もしくは未

婚、死別・離別の２つのカテゴリーに分類

した。学歴は、小学・中学卒、高校卒、専

門学校卒、短大・高専卒、大学卒、大学院

卒の６つに分類した。

統計解析

就労状況と満たされない歯科受診ニーズ

との関連を評価するために、ロジスティッ

ク回帰分析を行った。このモデルでは、満

たされない歯科的ニーズの有無を従属変数、

就労状況を独立変数，その他の要因（年齢、

性別、婚姻状況、教育歴）を調整変数とし

て設定した。結果はオッズ比および 95％

信頼区間を報告した。また統計的有意性の

閾値は、p 値＜0.05 とした。すべての分析

は ， STATA 16.1 MP (Stata Corp., 
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College Station, Texas, USA)を用いて行

った。

（倫理面への配慮）

本研究で用いるデータは、筆者らが受領

する以前に個人を特定できる情報は削除さ

れており、個人情報は保護されている。ま

た本研究は筑波大学医学医療系倫理委員会

の承認（承認日：2018 年 10 月 19 日、承認

番号：1324）を得て実施した（例）。 

Ｃ．研究結果

2016 年国民生活基礎調査に回答した者

のうち、18～65 歳で、就労しており、歯

科症状を有する者いずれかの歯科症状があ

ると回答した者は 6,858 名であった。その

うち、使用した変数すべてに回答した

3,980 名を対象とした（有効回答率 58％）。

本研究対象者の 50.3％が歯科医院に通院

していない、と回答し、49.7％が通院して

いる、と回答した。就労状況と歯科受診に

関連があるかを調べた結果、就業時間の長

さ（オッズ比:1.01; 95%信頼区間：0.99－

1.01）、正規雇用者と比較した非正規雇用

者（オッズ比:0.99、95%信頼区間: 0.84-

1.16）、職業分類に関しては管理職種と比

較して、サービス業種（オッズ比 :1.01; 

95%信頼区間: 0.86-1.18）、その他の職業

（オッズ比 :1.20; 95%信頼区間 : 0.99-

1.45）において、歯科受診との関連は見ら

れなかった。

Ｄ．考察

 本研究では、就労状況と満たされない歯

科受診ニーズの間に関連がみられなかった。

韓国の先行研究では、就労時間の長さと満

たされない歯科受診の間に関連がみられた

が(Lee et al., 2021)、本研究では異なった

結果が得られた。その理由の一つとして、

口腔内に症状がある場合は受診するという

行動は習慣化し、就労状況によらず習慣が

あるものは受診している可能性が考えられ

る。一方で、約半数の人が就労状況に関わ

らず満たされない歯科受診ニーズを訴えて

いることから、本研究で調査した就労状況

以外の要因を検討し、ニーズを満たす方法

を検討する必要性が示唆された。

Ｅ．結論

歯科症状を有するにも関わらず歯科医院

に通院していない者が約半数いた（50.3

％）。ロジスティック回帰分析の結果から、

就労状況と満たされない歯科受診ニーズと

の間に関連は見られなかった。したがって、

満たされない歯科受診ニーズには本研究で

調査した就労状況以外の要因が関連してい

る可能性が示唆された。
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Ｆ．研究発表

１．論文発表

なし

２．学会発表
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標準化歯科疾患有訴者比(国民生活基礎調査)と標準化歯科診療行為算定比(NDB オー

プンデータ)との関連 

研究協力者 平健人  筑波大学大学院人間総合科学研究科ヒューマン・ケア科学専攻
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筑波大学ヘルスサービス開発研究センター  センター長

研究要旨

目的：わが国の全国的な歯科医療の需給バランスについては現在まで調査報告がみられていな

い。本研究では，わが国の歯科疾患有病者と歯科医療供給の全国的な需給バランスの実態把握

に向けた予備的検討として，国民生活基礎調査と NDB オープンデータを用いて標準化歯科疾患

有訴者比と標準化歯科診療行為算定比の関連を検討した。

方法：平成 28 年国民生活基礎調査から歯科疾患有訴者数（(1)歯が痛い，(2)歯ぐきが腫れてい

る，(3)噛みにくい）及び第３回 NDB オープンデータから歯科受療・診療行為算定数（a 初再

診，b 投薬，c う蝕除去，d 抜髄，e 歯石除去，f 抜歯，g ブリッジ，h 義歯）を都道府県別に集

計し，平成 28 年 5 歳齢階級別人口（男女）の日全体を基準集団とし，基準集団の性年齢階級別

数（有訴者数,算定数）の各都道府県の性年齢階級人口の重み付平均として計算される期待数に

対する各都道府県の数の比（標準化比）を求めた. 標準化有訴者比と標準化算定数比の関連をス

ピアマン相関係数で推定した。

結果：有意（p＜0.05）となった関連を記す。 関連（正）は，有訴(1)(2)(3)と a 初再診，有訴

(1)(2)とｂ投薬，ｃう蝕除去，e 歯石除去，有訴(3)とｂ投薬，ｄ抜髄，e 歯石除去。関連（負）

は, 有訴(2)と f 抜歯で認められた。他方，有訴(1)(2)(3)と咬合回復治療（g ブリッジ,h 義歯）と

の有意な関連は認められなかった。

考察：標準化歯科疾患有訴者比（国民生活基礎調査）と標準化歯科診療行為算定比（NDB オー

プンデータ）より, 歯科疾患有訴者と歯科外来受診には有意な関連が認められた。歯や歯肉に症

状のある者は，投薬及び, う蝕治療･歯周病治療の初期治療を受けている実態が窺えた。他方で, 

口腔機能障害に至った者に対する咬合回復治療には課題がある可能性が考えられた。

Ａ．研究目的

わが国の全国的な歯科医療の需給バラン

スについては現在まで調査報告がみられて

いない。歯科口腔保健の格差是正には需要

に応じた供給の視点が必要である。本研究

では，わが国の歯科疾患有病者と歯科医療
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供給の全国的な需給バランスの実態把握に

向けた予備的検討として，標準化歯科疾患

有訴者比と標準化歯科診療行為算定比の関

連を明らかにすることを目的とする。

Ｂ．研究方法

1 データ 

 平成 28 年国民生活基礎調査，及び 第

3 回(平成 28 年)NDB オープンデータ 

2 評価指標 

国民生活基礎調査/健康票から歯科口腔

状態に関する質問項目である(1)歯ぐきが

腫れている, (2)歯が痛い,(3)噛みにくいを

歯科疾患の有訴を示す指標とした。

  さらに，第３回 NDB オープンデータ/

歯科診療行為の算定項目のうち (a)初再

診 ,(b)投薬,(c)歯石除去 ,(d)う蝕除去,(e)抜

髄,(f)抜歯,(g)ブリッジ,(h)義歯 を歯科医療

供給を示す指標とした。

3 標準化比 

 歯科疾患有訴指標と歯科医療供給指標の

それぞれの有訴者数，算定数を都道府県別

に集計し,平成 28 年 5 歳齢階級別人口(男

女)の日本全体を基準集団とし, 基準集団

の性年齢階級別数(有訴者数,算定数)の各都

道府県の性年齢階級人口の重み付平均とし

て計算される期待数に対する各都道府県の

数の比 (標準化比)を「標準化歯科疾患有

訴者比」「標準化歯科診療行為算定比」と

して算出した。

・「標準化歯科疾患有訴者比」=  各都道

府県の有訴者数/各都道府県の期待有訴者

数 ×100 

・「標準化歯科診療行為算定比」＝ 各都道

府県の算定数/各都道府県の期待算定数 ×

100 

4 統計解析 

「標準化歯科疾患有訴者比」,「標準化

歯科診療行為算定数比」の全国都道府県の

散布を変動係数として求め，分布を図示し

た。加えて，有訴者と歯科医療供給の関連

の検討として「標準化歯科疾患有訴者比」

と「標準化歯科診療行為算定数比」の関連

をスピアマン相関係数で推定した。

（倫理面への配慮）

本研究で用いるデータは、公表データで

あり，個人特定情報は削除されており個人

情報は保護されている。また，本研究は筑

波大学医学医療系倫理委員会の承認（承認

日：2018 年 10 月 19 日、承認番号：1324）

を得て実施した。 

Ｃ．研究結果

有意（p＜0.05）となった関連を記す。

関連（正）は，有訴(1)(2)(3)と a 初再診

（(1)-a, r=0.49，(2)-a,0.41，(3)-a,0.44），

有訴(1)(2)とｂ投薬，ｃう蝕除去，e 歯石

除去（(1)-b,0.47，(1)-c,０.31，(1)-e,0.42，

(2)-b,0.53，(2)-c,０.37，(2)-e,0.54），有訴

(3)とｂ投薬，ｄ抜髄，e 歯石除去（(3)-

b,0.43 ， (3)-d,0.34 ， (3)-e,0.35 。 関 連

（負）は, 有訴(2)と f 抜歯（(2)-f,-0.34）。

一方，有訴(1)(2)(3)と咬合回復治療（g ブ

リッジ,h 義歯）との有意な関連は認めら

れなかった。

Ｄ．考察

変動係数は，歯科疾患有訴者 13.1－

14.7 に対し，歯科医療受診(「初再診」）

8.5 であり，全国差は，歯科医療へのアク

セスよりも歯科疾患の自覚がある者で大き

い可能性が窺えた。「初再診」は「歯ぐき

が腫れている」,「歯が痛い」, 「噛みに

くい」の有訴それぞれと正の関連がみられ，

歯科医療の需要が高い地域で，受診が多く

行われている実態が窺えた。

歯科治療内容では，正の関連は「投薬」

と「噛みにくい」,「う蝕除去」と「歯ぐ

きが腫れている」, 「抜髄」と「噛みにく

い」,「歯石除去」と全ての有訴それぞれ

の間でみられ，歯科疾患の有訴者が多い地

域では初期治療が多く行われている実態が
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窺えた。他方，負の関連は「抜歯」と「歯

ぐきが腫れている」の間でみられた。原因

として「歯ぐきが腫れている」自覚が歯科

疾患初期での受診に繫がり抜歯が予防され

ている可能性や，この有訴者が若年･中年

に多く地域の高齢化率に影響を受けている

可能性等が考えられるが更なる検討が必要

と思われる。

補綴治療は，いずれの有訴とも関連が見

られず，補綴治療のニーズと受療に不均衡

が生じている可能性が考えられる。

主観的な有訴と客観的な疾患の病態・重

症度，及び質問項目の妥当性が不明であり，

質問項目回答者の性別・年齢や地域の県民

性の違い等による影響について今後検討が

必要と思われた。

本分析では保険給付外の診療を評価でき

ておらず，自費診療が多い地域の補綴治療

を過小評価している可能性がある。また，

地域の歯科医療供給･社会経済的要因によ

る歯科医療受療の影響は考慮できていない。

Ｅ．結論

標準化歯科疾患有訴者比（国民生活基礎

調査）と標準化歯科診療行為算定比

（NDB オープンデータ）より, 歯科疾患

有訴者と歯科外来受診には有意な関連が認

められた。歯や歯肉に症状のある者は，投

薬及び, う蝕治療･歯周病治療の初期治療

を受けている実態が窺えた。他方, 口腔機

能障害に至った者に対する咬合回復治療に

は課題がある可能性が考えられた。

Ｆ．研究発表

１．論文発表

なし

２．学会発表

平健人,石丸美穂,財津),井上裕子,木野志

保,高橋秀人,田宮菜奈子. 標準化歯科疾患

有訴者比(国民生活基礎調査)と標準化歯科

診療行為算定比(NDB オープンデータ)と

の関連. P-1. 第 70 回口腔衛生学会・総会. 

オンライン

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む）

１．特許取得

なし

２．実用新案登録

なし

３．その他

なし

【表 1】「標準化⻭科疾患有訴者⽐」と「標準化⻭科診療⾏為算定数⽐」の関連 

相関係数   P値 相関係数  P値 相関係数  P値

初再診 0.40 0.005 * 0.49 0.001 * 0.43 0.003 *

投薬 0.24 0.109 0.26 0.079 0.33 0.023 *

う蝕除去 0.36 0.015 * 0.30 0.054 0.18 0.261

抜髄 0.18 0.227 0.29 0.052 0.33 0.022 *

⻭⽯除去 0.53 0.000 * 0.41 0.004 * 0.34 0.019 *

抜⻭ -0.39 0.007 * -0.28 0.055 -0.21 0.147

ブリッジ -0.16 0.292 0.02 0.884 -0.21 0.149

義⻭ -0.09 0.560 0.10 0.500 -0.12 0.420

  ⻭が痛い  ⻭ぐきが腫れている 噛みにくい

*：P 値＜0.05 
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歯科レセプト情報「欠損歯式」の妥当性に関する検討 

研究協力者 平健人  筑波大学大学院人間総合科学研究科ヒューマン・ケア科学専攻

博士課程

研究協力者 石丸美穂 筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野 助教

研究分担者  財津崇 東京医科歯科大学大学院健康推進歯学分野 助教

研究分担者  佐方信夫 筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野 准教授

研究分担者  岩上将夫 筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野 助教
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研究要旨

目的：わが国では NDB を始めとするレセプトデータの研究利用が近年促進されている。レセプ

トデータは傷病名・処置情報の妥当性が不明でありこの点が研究利用の障壁の一つとなってい

る。口腔保健のアウトカム指標としては歯数が広く用いられており，歯科レセプト情報「歯

式」はこの歯数情報を包含している。歯式表記には現在歯数表記の「現在歯式」と欠損歯数表

記の「欠損歯式」がある。現在歯式のみでは，無歯顎者等多数歯欠損者の歯数把握が困難なた

め，欠損歯式から現在歯数を補足的に推計する必要がある。本報告では，昨年度報告の現在歯

式に続き欠損歯式の妥当性について検討した。

方法：首都圏 5 歯科診療所を受診した欠損歯式を有する 663 名を分析対象とした。カルテ・X

線から確認した欠損歯数をゴールドスタンダードとして，レセプト記載の欠損歯数との相関・

一致度を検討した。即ち，欠損歯数４階級（➀1-6 歯，②7-12 歯，③13-18 歯，④19 歯以上）

の平均値をそれぞれ算出し，対応のある t 検定により，レセプト記載の欠損歯数とカルテ等か

ら確認した欠損歯数を比較した。加えて，級内相関係数により両歯数の一致度を求めた。

結果：欠損歯数の平均値は全体では，レセプト欠損歯数 5.2 ±6.3，カルテ欠損歯数 8.6±9.1，

４階級それぞれでは，(1)[2.1±1.5，5.2±7.3]，(2)［9.0±1.6，14.9±4.7]，(3)[14.3±1.4，

19.3±4.7]，(4)[25.7±3.1，25.5±3.1] であった。級内相関係数は，(1)0.10（95％信頼区間：

0.01・0.18），(2)0.25（0.03・0.44），(3)-0.03（-0.29・0.23），(4)0.95（0.91・0.98）であっ

た。

考察：欠損歯式は 19 歯以上の多数歯欠損では，実際の欠損歯数と高い一致率が認められた。他

方で，少数歯の妥当性は低いと考えられた。本研究は首都圏診療所を対象としているため結果

の代表性には慎重な検討が必要と考えられる。今後のレセプト研究における現在歯数の把握に

おいて多数歯欠損歯式は，現在歯数把握の補足的指標として用いることができる可能性が考え

られた。

Ａ．研究目的 近年，わが国では「匿名レセプト情報・
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匿 名 特 定 健 診 等 情 報 デ ー タ ベ ー ス

（NDB）」を始めとするレセプトデータの

研究利用が促進されている 1-3。 しかしレ

セプトデータは医療費請求を目的とした情

報であり，収載情報の妥当性の不明な点が

研究利用の障壁の一つとなっている。 医

科及び調剤レセプト情報の妥当性研究は散

見されているが 4,5，歯科レセプトについ

ては昨年度本報告の他，現在まで 1 件の

研究が行われているのみである 6。 

 レセプトは診療報酬請求書という性質か

ら血液検査等のアウトカムデータは原則と

して含まれていない。しかし歯科レセプト

には傷病名に「歯式」として歯数が付記さ

れている。口腔保健のアウトカム指標とし

ては「歯数」が世界的に広く用いられてお

り，歯科レセプト情報「歯式」はこの歯数

の情報を包含するものである。歯式表記に

は現在歯数を表記する「現在歯式」と欠損

歯数表記の「欠損歯式」がある。昨年度報

告の通り，現在歯式には，高い妥当性が認

められている。 しかし，無歯顎者や多数

歯欠損者については，レセプトへの現在歯

式の無記載例が多く，歯数把握は困難であ

る。 このため，義歯等の補綴治療で記載

される欠損歯式を補足的に使用し，実際の

歯数を推計する必要がある。そこで本研究

では，現在まで報告がない歯科レセプト情

報「欠損歯式」の妥当性について考察を行

い，口腔保健研究における活用可能性につ

いて検討することを目的とする。 

 

Ｂ. 研究方法 

令和 3 年１月～6 月に首都圏 5 歯科診療

所を受診した欠損歯式を有する 663 名

（男性 280 名/女性 383 名，平均年齢 62.1

歳）を分析対象とした。 

 各診療所より遡及的に個人を特定不能と

した上で資料の供与を受け，対象者の基本

属性及び，妥当性研究におけるゴールドス

タンダードとしてカルテ，X 線画像から確

認した欠損歯数（「カルテ欠損歯数」/ 0-

28 本）を記録し，レセプト記載の欠損歯

数（「レセプト欠損歯数」/ 1-28 本）との

相関を検討した。 

 まず，レセプト欠損歯数とカルテ欠損歯

数の分布について確認し，差に関する検討

のため，レセプト欠損歯数からカルテ欠損

歯数を引いた差の分布を確認し，相違の原

因について検討を行った。 次に，性別，

年齢階級別，欠損歯数別（４階級：➀1-7

歯，②8-14 歯，③15-21 歯，④22-28 歯）

の各平均値をそれぞれ算出し，対応のある

t 検定によりレセプト欠損歯数とカルテ欠

損歯数を比較した。 さらに，級内相関係

数（95％信頼区間）を求め，レセプト欠

損歯数とカルテ欠損歯数の一致度について

検討した。 

 統計学的解析には IBM SPSS26.0(IBM 

Corp.)を用いた。 

（倫理面への配慮） 

本研究は，筑波大学医の倫理委員会の審

査による承認（1490 号）を得て行った。 

 

Ｃ. 研究結果 

レセプト欠損歯数とカルテ欠損歯数の差

（「レセプト欠損歯数」－「カルテ欠損歯

数」）は，欠損歯数 15 歯未満では-19～14

歯の間で認められた。欠損歯数 15 歯以上

では，-4～4 歯の間で認められた。（図

１）レセプト記載の欠損歯式はほぼ全ての

年齢階級において実際の欠損歯数より有意

に少ない記載が認められた。年齢階級別で

は 39 歳以下の級内相関係数は 0.06 であ

り，40 歳以上の各年齢階級では 0.83 から

0.91 であった。欠損歯数階級別の級内相

関係数は 1-7 歯：0.38，8-14 歯：0.38，

15-21 歯：0.82，22-28 歯：0.91 であった。

（表１） 

 

Ｄ. 考察 

レセプト記載の欠損歯式は全ての年齢階
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級において実際の欠損歯数より有意に少な

い記載が認められた。レセプト欠損歯数と

カルテ欠損歯数，22 歯以上の多数歯欠損

では，一致度が高く認められ，妥当性が高

いと考えられた。他方，欠損 14 歯以下の

少数歯欠損での一致度は低く認められ，妥

当性は低いと考えられた。 

この結果はレセプトへの欠損歯式の表記

方法が影響しているものと考えられる。す

なわち，レセプト欠損歯式は，義歯やブリ

ッジ等の補綴治療をする場合に，レセプト

に記載される。レセプト記載の規定上，補

綴治療の際の歯式は，補綴対象部位のみを

記載することとされている 7。このため上

顎または下顎にのみ補綴治療を行う場合，

該当部位の上顎，下顎いずれかの欠損歯式

情報しかレセプトには記載されておらず，

口腔内全体の歯の欠損情報が記載されてい

ない。したがって，欠損歯数が 14 本未満

の者では，上顎または下顎の欠損歯数のみ

が記録され，一致度が低くなっているもの

と考えられる。 

差を生じた他の原因としては，抜歯を予

定する歯や，義歯の支台としての残根歯を

有する患者でみられたこれらの歯式のレセ

プトへの不記載等が考えられる。 

先行研究では，歯科レセプトデータの情

報のうち外来での抜歯や義歯治療に関する

情報については感度が高く，現在歯式情報

については妥当性が高いことが報告されて

いる 6。また， NDB の歯式情報から得た

年齢階級別歯数分布曲線は，歯科疾患実態

調査で得られた年齢階級別歯数分布曲線を

より高解像で詳細にした形で近似するとの

報告がされている 8。この報告からも，高

齢者を主とする無歯顎や多数歯欠損者高齢

者の歯数の把握には欠損歯式からの現在歯

数推定が必要であることが示唆されている。 

本研究は首都圏診療所が対象であるため，

結果の代表性には慎重な配慮が必要であり，

中規模，小規模市等他地域での更なる検討

が必要である。またレセプトデータはその

性質上，歯科疾患を有する集団の情報であ

る点も今後の分析において配慮を要すると

考える。 

 

Ｅ. 結論 

歯科レセプト情報「欠損歯式」は多数歯

欠損では，実際の欠損歯数と高い一致度が

認めらる一方で，少数歯欠損では妥当性は

低いと考えられた。実際の口腔内歯数の把

握において欠損歯式は，歯数情報の補足的

指標として多数歯欠損者の歯数把握に用い

ることができる可能性が示唆された。 

 

Ｆ. 研究発表 

１. 論文発表 

  Journal of epidemiology 誌投稿準備中 

２. 学会発表 
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夫,財津崇,井上裕子,木野志保,御子柴正光,

高橋秀人,田宮菜奈子. 歯科レセプト情報

「欠損歯式」の妥当性に関する検討. P-23-
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【図 1】 差（「レセプト⽋損⻭数」−「カルテ⽋損⻭数」)の分布 

 

                                                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【表１】「レセプト⽋損⻭数」と「カルテ⽋損⻭数」の基礎統計量 および ⼀致度 
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研究要旨

歯科口腔保健の推進に関する基本的事項において歯科保健の地域(都道府県)間格差が指摘さ

れている。近年増加がみられていた歯科診療所数は，令和元年には減少に転じており，今後更な

る社会の高齢化が進むわが国において歯科受療の地域格差が拡大することが懸念される。 

本研究では，歯科医療受療の都道府県格差の経年的変化の傾向についてNDBオープンデータを

用いた近年の分析を行うとともに，今後の歯科医療受療格差を簡易迅速に把握する分析手法につ

いて検討することを目的とする。 

対象データは，NDB オープンデータのうち，治療算定数が公表されている 2016 年 4 月～2020

年 3月（第３回～第６回）の4年間分を用いた。歯科診療所における歯科受診を示す指標として

（１）外来初再診（２）訪問歯科診療の2指標を，代表的な歯科治療を表す指標として（３）う

蝕除去（４）抜歯（５）抜髄（６）歯石除去（７）ブリッジ（８）義歯の6指標を設定の上，各

算定数を都道府県別に集計し，各都道府県の人口・性・年齢で調整した標準化算定数比（= 実際

の算定数/期待算定数；SCR）を求めた。これらの指標の経年的な変化を把握するために，各 SCR

の変動係数と最大値最小値比を算出した。 さらに，4年間の経年変化を比較するために，2016年

度（第３回）の変動係数と最大値最小値比，それぞれの値を基準値として，2019年度（第6回）

までの各年度における変化の割合を算出した。 

2016～2019年度におけるわが国の歯科医療利用の都道府県差は，訪問歯科診療および歯石除去

で大きく，抜歯，ブリッジ，義歯では比較的小さい状況が窺えた。この傾向は4年間を通じて一

貫して認められ，急性症状や咬合回復に対する現況の歯科医療サービスは日本全国で確立されて

おり利用可能である可能性が示唆された。 

全国地域差の経年変化は，歯科受診では，外来初再診の地域差にはほぼ変化が認められない一

方で，訪問歯科診療では地域差に経年の減少傾向が窺えた。治療内容では，う蝕治療，歯周病治

療，補綴治療では地域差に一定した経年の変化はみられなかったが，抜歯治療において，変動係

数，最大値最小値比ともに経年の増加傾向がみられた。 

わが国の近年の歯科医療受療の地域差については変化がみられてきていることから，今後の継

続的な把握が必要と思われた。NDB オープンデータ・SCR 値を用いた生態学的分析は簡易迅速に

地域差の概況を表章できることから今後の活用可能性が示唆された。 
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A. 研究目的 

歯科口腔保健の推進に関する基本的事項

において歯科保健の地域(都道府県)間格差

が指摘されており, 健康日本 21の理念実現

としてその縮小が求められている。 

近年増加がみられていた歯科診療所数は，

令和元年には減少に転じており１），今後更

なる社会の高齢化が進むわが国において歯

科受療の地域格差が拡大することが懸念さ

れる。 

そこで本研究では，昨年度報告した NDB

オープンデータを用いた歯科医療受療の都

道府県格差の生態学的分析手法を用いて，

歯科受療･治療内容（アクセス，う蝕治療，

歯周病治療，抜歯，咬合回復治療）の地域格

差の経年的な変化の傾向を分析するととも

に，全国的な歯科医療受療格差の分析手法

につき検討することを目的とする。 

 

B. 研究方法 

１．データセットと評価指標 

使用データは，歯科受診・治療内容の両

項目の算定項目が公表されている第 3 回～

第 6 回 NDB オープンデータ/歯科診療行為

を用いた（対象期間は，2016 年 4 月～

2020 年 3 月）。 

歯科治療へのアクセスと治療内容を表わ

す算定項目として下記 9 指標を設定し，

各診療行為算定数を 47 都道府県別に集計

した。即ち，歯科利用へのアクセスを示す

指標として（１）初診再診料・（２）訪問

歯科診療料，齲蝕治療を示す指標として

（３）う蝕除去・（４）抜髄，歯周病治療

を示す指標として（５）歯石除去・（６）

歯周外科手術，歯の終局的治療を示す指標

として（７）抜歯（永久歯のみ，埋伏歯は

除く），咬合回復治療を示す指標として

（８）ブリッジ・（９）義歯（入れ歯）の

9 指標である。 

２．変数 

（１）Standardized Claims Ratio（SCR） 

9 項目の集計値を性･年齢で調整(間接法)

し 各 都 道 府 県 の 標 準 化 算 定 数 比

（Standardized Claims Ratio：SCR）〔(実

際の算定数/期待算定数)×100〕を求め 47都

道府県の歯科受療状況を比較するための変

数とした。 

（２）変動係数，最大値最小値比 

全国 47 都道府県の地域差を経年的に比

較するために 9 指標の各 SCR について，変

動係数と最大値最小値比を算出し使用した。 

2016 年度（第３回）NDB オープンデータ

から算出した 9 指標 SCR の変動係数と最

大値最小値比それぞれの値を基準として，

2017 年度（第 4 回），2018 年度（第 5 回），

2019 年度（第 6 回）までの各年度における

変化の増減割合を算出し 4 年間の変化につ

いて比較検討した。 

３．倫理的配慮 

倫理面への配慮として本研究は，筑波大

学医の倫理委員会の審査による承認（通知

番号:第 1446 号）を得て実施した。 

 

C. 研究成果 

2016 年度（第 3 回）～2019 年度（第 6

回）の各指標の標準化算定数比（SCR）・47

の分布を図 1～図４に示し，都道府県別の

各 SCR 値と，最大値，最小値〔都道府県名〕，

変動係数，最大値最小値比等を表１～表 4

に示す。 

さらに，2016 年度（第３回）の各指標そ

れぞれの変動係数および最大値最小値比を
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基準とした，2017 年度（第 4 回），2018 年

度（第 5 回），2019 年度（第 6 回）の変動

係数および最大値最小値の増減割合を図５

に示す。 

全国の歯科医療受療の地域差（2016～

2019 年度）は, アクセスでは，歯科診療所

外来［変動係数 7.4～7.7，最大値最小値比 

1.4］であったのに対し, 訪問歯科診療［変

動係数 74.2～78.0，最大値最小値比 16.6

～20.6］と訪問歯科診療で大きく認められ

た。 

治療内容では，う蝕治療［変動係数 7.7

～8.0，最大値最小値比 3.1］，抜髄［変動係

数 7.7～8.0，最大値最小値比 1.4］，歯石除

去［変動係数 23.8～24.6，最大値最小値比

3.1］，抜歯［変動係数 6.5～8.5，最大値最

小値比 1.3～1.4］，ブリッジ［変動係数 12.1

～12.5，最大値最小値比 1.7］），義歯［変動

係数 7.3～7.5，最大値最小値比 1.3～1.4］

であった。 

次に歯科医療受療の地域差の経年変化に

ついてみると，2016 年度を基準とした 2017

年度～2019 年度の増減割合（％）は，歯科

受診では，「外来受診」：〔変動係数 2.6～4.5，

最大値最小値-0.8～1.1〕，「訪問歯科診療」：

〔変動係数-4.8～-2.0，最大値最小値-19.4

～-6.6〕，治療内容では「う蝕除去」：〔変動

係数 2.8～11.7 最大値最小値-0.2～1.8〕，

「抜髄」：〔変動係数 0.1～4.9，最大値最小

値 0.4～2.3〕，「歯石除去」：〔変動係数 0.5

～3.5，最大値最小値-0.4～-0.1〕，「抜歯」：

〔変動係数 2.6～12.9，最大値最小値 0.7～

6.1〕，「ブリッジ」：〔変動係数 0.9～3.3，最

大値最小値-2.3～-0.1〕，「義歯」：〔変動係数

0.4～3.0，最大値最小値 0.6～3.4〕であっ

た。 

 

D. 考察 

2016 年 4 月から 2020 年 3 月において日

本における歯科医療利用の都道府県差は

「訪問診療」及び「歯周病治療」で大きく認

められた。他方で，抜歯や，咬合回復に対す

る治療では，都道府県差は比較的小さい状

況が窺えた。この傾向は 4 年間を通じて一

貫していた。これらの結果は，急性症状や咬

合回復に対する現況の歯科医療サービスは

日本全国で確立されており利用可能である

ことを示唆していると思われる。 

全国の地域差の経年変化は，歯科受診は，

外来では地域差に一定の変化が認められな

い一方で，訪問歯科診療では地域差に経年

の減少傾向が窺えた。 

治療内容では，う蝕治療，歯周病治療，補

綴治療では地域差の変化に一定した変化は

みられなかったが，抜歯治療において，変動

係数，最大値最小値比ともに経年の増加傾

向がみられた。 

分析可能なデータが現状では 4 年間と限

られているため，以上の傾向が今後，拡大・

縮小するか否かについては，2020 年度（第

７回）以降の NDB オープンデータを用いた

継続的な分析・観察が必要と思われる。 

NDB オープンデータは，2年前の診療情報

が集計値ではあるが毎年 8 月に公開される

ため，取得と分析に時間を要する個票デー

タに比べて短期間に直近の分析が行える点

で地域の受療格差の変化等の分析には大変

適したデータであると思われた。年次デー

タを SCR 値により生態学的に分析すること

で簡易ではあるが迅速な分析が可能である

点で有用であると考えられた。 

本研究は，地域相関研究のため，生態学的
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誤謬の可能性があり結果を個人へ直接外挿

すべきではない。また本分析は保険診療の

みを分析対象としているため，インプラン

ト治療等の自費診療については考慮できて

おらず補綴治療について首都圏等大都市を

有する地域の補綴治療を過小評価している

可能性がある。 

現在まで公開されている NDB オープンデ

ータの分析利用可能な歯科診療情報は都道

府県単位のみであるため，医科同様に二次

医療圏単位での集計算定数等を公開するこ

とでより解像度の高い分析が可能となるも

のと考えられる。 

 

E. 結論 

本研究から，近年のわが国における歯科

医療利用の都道府県差は，急性症状や咬合

回復に対してはさほど大きくはないものの

「訪問診療」及び「歯周病治療」で大きく認

められており，改善の必要性が示唆された。 

経年的な地域差の変化は，地域差が大き

い訪問歯科診療で減少傾向がみられる一方

で地域差の小さい抜歯治療に増加傾向が窺

えた。 

歯科医療受療の地域差については変化が

みられてきていることから，今後の継続的

な把握が必要と思われた。この地域差把握

のための分析手法として，NDBオープンデー

タ・SCR値を用いた生態学的分析は簡易迅速

に地域差の概況を表章できる点で有用であ

り今後の活用可能性が示唆された。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

    なし 

３．その他 

    なし 
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１ 厚生労働省：令和元(2019)年医療施設

（動態）調査・病院報告の概況 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/

iryosd/19/ 

 令和 4 年 5 月 16 日アクセス 
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図１ 2016 年度(第 3 回) 各指標の標準化算定数比（SCR）・47 都道府県別の各 SCR 値等 

図２ 2017 年度(第 4 回) 各指標の標準化算定数比（SCR）・47 都道府県別の各 SCR 値等 
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図 3 2018 年度(第 5 回) 各指標の標準化算定数比（SCR）・47 都道府県別の各 SCR 値等 

図４ 2019 年度（第 6 回）各指標の標準化算定数比（SCR）・47 都道府県別の各 SCR 等 
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表１ 2016 年度（第 3 回）都道府県別の各 SCR 値等一覧 

⻭周治療 抜⻭

外来受診
訪問

⻭科診療
う蝕除去 抜髄 ⻭⽯除去

抜⻭
（永久⻭）

ブリッジ
義⻭

（⼊れ⻭）
北海道 90.0 64.3 86.7 106.5 62.6 104.1 146.3 116.9
⻘森 81.4 23.2 77.5 93.8 54.9 106.2 111.1 103.5
岩⼿ 89.9 27.3 87.0 96.2 67.4 104.9 114.4 97.2
宮城 96.2 55.1 99.7 106.1 76.0 98.8 106.3 89.9
秋⽥ 88.0 37.6 86.0 96.9 71.2 104.3 121.0 102.8
⼭形 94.8 27.2 86.9 93.3 69.4 105.1 97.4 93.0
福島 91.7 25.2 95.7 112.8 49.7 113.6 113.1 112.1
茨城 94.6 56.4 103.2 97.9 85.9 96.9 92.7 97.7
栃⽊ 96.9 20.7 100.0 97.9 82.5 104.6 95.6 98.1
群⾺ 102.3 72.7 118.6 94.1 91.1 101.4 95.4 99.3
埼⽟ 98.5 142.9 106.9 87.8 103.5 91.9 86.5 92.3
千葉 96.1 113.2 100.7 90.4 101.7 91.6 87.4 89.3
東京 113.7 184.4 119.2 95.4 125.8 98.6 89.9 94.3
神奈川 97.6 149.0 106.8 86.3 117.1 90.4 87.3 92.8
新潟 93.8 31.3 90.7 91.5 70.9 98.1 100.0 97.1
富⼭ 93.0 14.5 83.0 101.7 65.3 108.1 91.3 97.4
⽯川 87.1 22.6 82.7 100.3 73.7 112.4 103.9 105.1
福井 84.8 13.5 96.6 106.8 71.5 106.8 102.5 94.0
⼭梨 98.2 55.6 117.6 106.2 92.7 104.6 117.1 108.0
⻑野 90.4 31.9 94.6 93.8 79.1 97.2 90.9 95.6
岐⾩ 105.4 60.8 91.6 103.8 130.2 100.2 90.1 112.6
静岡 95.5 27.2 97.4 96.7 101.2 95.4 98.8 88.5
愛知 107.6 89.8 94.3 98.7 147.2 96.8 87.3 101.6
三重 98.2 33.5 90.2 97.5 106.8 97.4 91.3 94.7
滋賀 94.0 40.3 94.6 99.8 90.8 96.1 91.5 99.9
京都 93.1 89.4 88.0 101.2 106.5 99.4 93.2 105.2
⼤阪 112.0 278.3 103.2 115.3 127.6 102.1 110.3 110.9
兵庫 101.3 123.4 103.0 104.6 116.8 97.0 95.5 109.7
奈良 97.9 85.8 90.9 107.6 90.4 100.6 95.4 97.8
和歌⼭ 94.3 40.1 92.2 116.5 95.8 111.0 96.9 100.5
⿃取 93.4 26.9 96.7 99.4 73.5 101.2 89.1 110.2
島根 85.9 18.1 81.9 102.6 79.0 105.5 101.5 102.0
岡⼭ 97.9 65.1 88.9 99.3 80.8 96.6 94.2 94.8
広島 102.3 129.9 102.1 108.4 81.4 101.4 109.2 108.6
⼭⼝ 96.1 54.4 82.7 108.9 87.0 102.6 102.8 94.5
徳島 99.2 68.1 109.5 110.3 81.6 99.3 102.5 95.2
⾹川 102.0 81.6 102.1 110.1 79.6 102.8 98.3 96.9
愛媛 100.7 54.6 97.6 108.5 95.0 103.8 100.2 98.0
⾼知 91.6 39.3 103.7 103.4 81.5 99.8 83.7 100.8
福岡 105.9 178.4 102.2 112.4 86.5 102.1 118.5 89.9
佐賀 109.9 71.1 96.4 118.5 88.7 116.0 117.3 107.1
⻑崎 103.0 57.4 89.0 112.2 88.8 110.0 122.5 110.0
熊本 98.4 68.3 92.2 106.3 86.5 116.5 106.7 109.3
⼤分 87.0 46.8 86.8 116.7 72.5 116.0 116.0 103.8
宮崎 93.2 42.8 87.6 102.1 76.2 115.4 108.8 112.5
⿅児島 97.9 55.8 94.6 107.6 47.3 113.0 112.6 109.8
沖縄 83.7 50.5 93.7 111.1 88.0 109.8 111.5 97.3
最⼤値 113.7 278.3 119.2 118.5 147.2 116.5 146.3 116.9
最⼩値 81.4 13.5 77.5 86.3 47.3 90.4 83.7 88.5
最⼤値/最⼩値 1.4 20.6 1.5 1.4 3.1 1.3 1.7 1.3
平均 96.3 66.9 95.6 102.9 87.2 103.1 102.0 100.8
標準偏差 7.1 52.2 9.5 7.9 20.7 6.7 12.4 7.3
変動係数 7.4 78.0 10.0 7.7 23.8 6.5 12.1 7.3

2016年度
（第3回）

受診状況 う蝕治療 補綴治療
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表２ 2017 年度（第 4 回）都道府県別の各 SCR 等一覧 
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表３ 2018 年度（第 5 回）都道府県別の各 SCR 値等一覧 

⻭周治療 抜⻭

外来受診
訪問

⻭科診療
う蝕除去 抜髄 ⻭⽯除去

抜⻭
（永久⻭）

ブリッジ
義⻭

（⼊れ⻭）
北海道 89.9 63.5 85.3 108.2 59.9 105.8 148.2 118.1
⻘森 80.4 23.7 77.7 91.9 54.4 105.2 111.6 102.0
岩⼿ 89.1 27.2 86.6 93.8 64.3 104.7 113.7 95.9
宮城 94.2 56.6 96.8 102.7 73.5 98.4 104.3 87.9
秋⽥ 88.0 36.9 85.9 99.0 71.8 104.2 122.7 102.1
⼭形 94.3 31.8 83.0 92.4 69.0 105.0 96.6 92.4
福島 91.9 28.5 96.8 112.3 51.7 115.8 114.2 114.0
茨城 94.2 55.6 105.4 97.5 88.0 97.0 92.1 98.0
栃⽊ 98.6 25.1 103.3 98.9 84.2 105.6 97.1 98.5
群⾺ 101.2 72.6 121.7 94.1 88.5 102.5 94.6 99.7
埼⽟ 98.0 144.0 107.7 87.1 102.9 91.7 86.6 91.8
千葉 96.6 111.6 101.5 90.3 104.4 91.5 88.4 90.0
東京 111.7 178.1 120.2 94.4 123.7 98.5 89.5 94.0
神奈川 97.0 153.4 107.5 86.2 117.5 90.0 86.9 92.4
新潟 91.0 35.4 88.6 91.8 71.9 98.4 98.6 95.8
富⼭ 94.1 16.0 81.2 102.0 64.7 109.6 92.4 98.3
⽯川 87.2 25.2 78.7 99.0 74.7 112.4 102.7 103.2
福井 87.3 16.6 97.7 107.1 76.3 108.9 102.1 96.3
⼭梨 99.7 53.9 117.6 106.4 93.4 104.2 116.8 106.1
⻑野 90.5 30.2 93.7 93.7 77.8 97.3 91.5 96.8
岐⾩ 108.5 66.3 90.7 103.4 132.7 99.6 90.7 110.7
静岡 95.7 28.0 95.9 97.2 102.3 95.6 98.6 88.4
愛知 108.6 92.8 93.1 99.3 147.2 96.5 87.4 101.4
三重 97.7 38.4 89.5 96.1 107.1 96.7 91.7 94.1
滋賀 92.9 39.5 90.8 98.3 90.8 95.1 89.0 101.6
京都 93.1 89.5 86.3 100.4 108.8 96.4 92.9 104.6
⼤阪 112.3 266.3 103.1 114.6 127.4 102.0 109.4 112.2
兵庫 101.6 124.5 102.6 104.0 117.0 96.1 95.1 108.4
奈良 96.1 88.1 90.4 103.3 91.0 99.5 94.2 99.7
和歌⼭ 95.6 34.2 94.5 118.8 101.0 110.3 97.5 101.8
⿃取 94.1 23.9 96.7 98.4 75.6 104.5 93.6 112.3
島根 87.1 18.9 83.4 103.0 78.7 106.3 104.3 101.4
岡⼭ 97.9 60.2 89.2 99.5 82.7 96.5 93.8 96.2
広島 102.4 129.5 100.4 108.2 79.2 100.8 109.7 108.1
⼭⼝ 98.6 59.2 81.9 107.2 85.1 102.3 103.2 95.3
徳島 101.4 69.5 114.8 108.8 84.5 101.4 103.7 94.6
⾹川 104.5 86.8 104.2 112.1 78.0 103.5 99.6 97.4
愛媛 101.1 60.3 96.2 109.0 93.4 103.6 100.7 98.4
⾼知 92.5 37.2 106.3 103.4 81.9 98.5 84.9 99.9
福岡 107.6 166.7 103.7 111.6 86.1 103.3 119.2 91.2
佐賀 110.6 65.1 98.9 112.4 87.4 116.6 114.9 107.1
⻑崎 103.1 58.7 86.3 108.6 86.5 110.3 122.6 110.8
熊本 99.0 71.7 92.8 103.2 85.5 114.1 105.7 104.3
⼤分 89.1 46.2 86.7 118.1 75.3 120.4 121.3 106.7
宮崎 94.6 42.3 84.5 100.5 75.1 118.7 110.5 112.4
⿅児島 99.7 55.8 93.0 108.0 47.5 115.3 113.9 111.4
沖縄 81.9 52.8 93.2 111.6 86.5 110.1 109.9 98.5
最⼤値 112.3 266.3 121.7 118.8 147.2 120.4 148.2 118.1
最⼩値 80.4 16.0 77.7 86.2 47.5 90.0 84.9 87.9
最⼤値/最⼩値 1.4 16.6 1.6 1.4 3.1 1.3 1.7 1.3
平均 96.6 67.2 95.5 102.3 87.4 103.4 102.3 100.9
標準偏差 7.4 50.2 10.7 7.9 20.9 7.3 12.6 7.4
変動係数 7.6 74.7 11.2 7.7 23.9 7.1 12.3 7.3

2018年
（第5回）

受診状況 う蝕治療 補綴治療
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表４ 2019 年度（第 6 回）都道府県別の各 SCR 値等一覧 

⻭周治療 抜⻭

外来受診
訪問

⻭科診療
う蝕除去 抜髄 ⻭⽯除去

抜⻭
（永久⻭）

ブリッジ
義⻭

（⼊れ⻭）
北海道 90.3 63.2 86.2 108.5 55.0 132.3 149.4 119.1
⻘森 81.4 22.7 78.1 91.7 51.6 135.2 110.2 103.9
岩⼿ 89.7 27.8 87.5 94.7 56.5 134.0 111.8 94.9
宮城 92.9 58.3 96.1 101.8 67.8 119.6 104.7 87.2
秋⽥ 87.2 35.6 84.5 99.9 67.5 137.9 123.7 103.0
⼭形 94.8 30.3 85.8 91.2 65.6 133.3 93.5 93.1
福島 92.0 28.7 98.2 110.3 49.6 144.7 114.9 114.4
茨城 93.3 53.8 103.9 97.2 82.6 119.3 92.8 97.0
栃⽊ 99.2 25.2 104.0 98.7 79.3 128.0 97.2 97.9
群⾺ 101.2 73.8 119.9 93.2 82.6 126.2 95.1 99.2
埼⽟ 97.3 143.1 105.3 86.9 97.7 109.7 85.7 90.9
千葉 95.3 109.7 99.3 90.2 100.2 110.7 87.1 89.2
東京 109.9 180.5 117.8 94.1 117.1 114.2 88.0 93.4
神奈川 96.3 153.2 106.3 86.0 112.0 106.8 87.0 92.2
新潟 89.4 35.0 88.2 91.1 69.0 124.3 99.7 95.2
富⼭ 94.4 15.3 81.5 100.3 59.9 135.9 93.2 97.6
⽯川 87.0 26.3 81.0 99.0 70.8 138.7 102.8 101.8
福井 88.0 16.2 100.4 108.9 75.7 137.4 102.6 96.5
⼭梨 100.3 55.3 117.8 103.6 88.8 129.9 113.4 105.9
⻑野 91.0 29.9 95.1 92.8 74.6 123.5 89.7 96.6
岐⾩ 109.6 69.1 91.5 104.6 128.1 124.9 91.9 113.0
静岡 95.8 29.7 98.0 97.4 98.6 118.3 99.8 88.8
愛知 108.7 93.6 92.9 99.4 140.4 115.0 87.6 101.0
三重 98.4 41.5 90.4 97.7 103.4 120.9 91.5 94.9
滋賀 93.1 38.1 92.5 98.0 88.4 116.3 89.1 102.5
京都 93.9 92.8 89.1 100.9 104.8 117.6 92.8 104.9
⼤阪 112.7 260.9 104.7 114.8 122.5 124.5 111.2 112.4
兵庫 102.9 124.8 103.2 104.0 113.4 118.4 95.2 108.3
奈良 96.1 91.1 91.3 103.0 87.2 125.4 94.3 102.1
和歌⼭ 96.4 33.0 99.2 120.3 97.4 142.8 98.1 102.6
⿃取 93.3 24.0 95.8 97.8 71.8 129.8 93.1 109.7
島根 87.3 19.1 85.7 100.9 73.8 132.9 103.5 99.8
岡⼭ 98.7 58.8 91.4 101.2 80.4 122.0 95.4 98.6
広島 103.7 127.8 101.8 108.6 75.8 125.5 108.6 108.4
⼭⼝ 100.0 57.9 84.8 109.3 78.5 130.9 103.0 95.8
徳島 102.5 74.2 114.4 109.4 81.4 129.1 103.1 95.3
⾹川 105.8 86.1 102.6 112.1 74.1 130.8 100.2 97.7
愛媛 102.0 59.7 96.3 110.3 88.5 133.1 102.4 98.8
⾼知 94.1 34.7 105.3 104.8 78.3 129.8 85.9 99.0
福岡 109.0 160.9 103.6 111.6 82.5 127.0 120.3 91.4
佐賀 112.0 65.1 100.4 113.3 82.5 145.4 116.1 107.2
⻑崎 103.9 58.5 88.0 109.3 80.9 142.0 122.7 111.4
熊本 99.2 71.5 93.4 102.4 81.4 142.8 103.2 104.1
⼤分 89.8 43.3 87.0 120.8 73.3 153.7 121.8 105.5
宮崎 95.7 41.1 86.6 101.0 70.1 152.9 112.1 112.4
⿅児島 100.3 54.9 92.7 107.7 45.2 146.3 114.7 111.8
沖縄 82.2 52.7 95.1 111.8 83.5 129.7 111.9 101.5
最⼤値 112.7 260.9 119.9 120.8 140.4 153.7 149.4 119.1
最⼩値 81.4 15.3 78.1 86.0 45.2 106.8 85.7 87.2
最⼤値/最⼩値 1.4 17.1 1.5 1.4 3.1 1.4 1.7 1.4
平均 97.0 67.0 96.1 102.4 83.2 129.1 102.4 101.0
標準偏差 7.5 49.7 9.9 8.2 20.5 11.0 12.8 7.5
変動係数 7.7 74.2 10.3 8.0 24.6 8.5 12.5 7.4

2018年
（第5回）

受診状況 う蝕治療 補綴治療
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表 5 変動係数値，最大値最小値比一覧

⻭周治療 抜⻭

外来受診 訪問
⻭科診療

う蝕除去 抜髄 ⻭⽯除去 抜⻭
（永久⻭）

ブリッジ 義⻭
（⼊れ⻭）

2016年（第3回） 7.4 78.0 10.0 7.7 23.8 6.5 12.1 7.3

2017年（第4回） 7.7 76.4 10.3 7.8 23.9 6.7 12.2 7.5

2018年（第5回） 7.6 74.7 11.2 7.7 23.9 7.1 12.3 7.3

2019年（第6回） 7.7 74.2 10.3 8.0 24.6 8.5 12.5 7.4

⻭周治療 抜⻭

外来受診 訪問
⻭科診療

う蝕除去 抜髄 ⻭⽯除去 抜⻭
（永久⻭）

ブリッジ 義⻭
（⼊れ⻭）

2016年（第3回） 1.4 20.6 1.5 1.4 3.1 1.3 1.7 1.3

2017年（第4回） 1.4 19.3 1.5 1.4 3.1 1.3 1.7 1.3

2018年（第5回） 1.4 16.6 1.6 1.4 3.1 1.3 1.7 1.3

2019年（第6回） 1.4 17.1 1.5 1.4 3.1 1.4 1.7 1.4

変動係数
受診状況 う蝕治療 補綴治療

最⼤値/
最⼩値⽐

受診状況 う蝕治療 補綴治療

表 6  変動係数値，最大値最小値比の経年増減割合（％）［基準値 2016 年］一覧 

⻭周治療 抜⻭

外来受診 訪問
⻭科診療

う蝕除去 抜髄 ⻭⽯除去 抜⻭
（永久⻭）

ブリッジ 義⻭
（⼊れ⻭）

2016年（第3回）  ー  ー     ー     ー     ー     ー     ー     ー

2017年（第4回） 4.5 -2.0 3.2 1.8 0.5 2.6 0.9 3.0

2018年（第5回） 2.6 -4.1 11.7 0.1 0.7 9.2 1.6 0.4

2019年（第6回） 4.4 -4.8 2.8 4.9 3.5 12.9 3.3 2.4

⻭周治療 抜⻭

外来受診 訪問
⻭科診療

う蝕除去 抜髄 ⻭⽯除去 抜⻭
（永久⻭）

ブリッジ 義⻭
（⼊れ⻭）

2016年（第3回）  ー  ー     ー     ー     ー     ー     ー     ー

2017年（第4回） 1.1 -6.6 0.0 0.9 -0.1 0.7 -2.3 0.6

2018年（第5回） -0.1 -19.4 1.8 0.4 -0.4 3.7 -0.1 1.7

2019年（第6回） -0.8 -17.2 -0.2 2.3 -0.2 6.1 -0.2 3.4

変動係数
の増減割合

[2016年を基準]

受診状況 う蝕治療 補綴治療

最⼤値最⼩値⽐
の増減割合

[2016年を基準]

受診状況 う蝕治療 補綴治療
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業研究事業)歯科

口腔保健の新たな評価方法・評価指標の開発のための調査研究

～我が国の歯科健康格差縮小へのヘルスサービスリサーチ～

分担研究報告書

高齢者の歯科受療実態と年齢、要介護度の関連：

市町村医療介護連結レセプトデータを用いた横断研究

研究協力者 石丸美穂 筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野 助教 

研究協力者 平健人  筑波大学大学院人間総合科学研究科ヒューマン・ケア科学専攻 

博士課程 

研究分担者  財津崇 東京医科歯科大学大学院健康推進歯学分野 助教 

研究代表者  田宮菜奈子 筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野 教授 

筑波大学ヘルスサービス開発研究センター  センター長

研究要旨

目的：本研究では、歯科受診促進のアプローチが必要な集団について特定するため、後期高齢者

の、性・年齢・要介護度別に歯科受診割合を記述することを目的とする。

方法：本研究のデザインは横断研究である。2014 年 4 月〜2019 年 3 月の茨城県つくば市の医療

介護連結レセプトデータベースを利用した。研究対象者はつくば市の後期高齢者医療制度に加入

している 75歳以上の全住民である。アウトカム変数は歯科受診の有無であり、観察期間中に 1回

以上の歯科受診があった者を「歯科受診あり」とみなした。年齢階級を 1)75~79 歳、2)80〜84

歳、3)85~89 歳、4)90~94 歳、5)95 歳以上に分類した。要介護認定をⅰ)認定なし、ⅱ)要支援 1~2、

ⅲ)要介護 1~2、ⅳ)要介護 3~5 に分類した。男女で層別化し、年齢、要介護度と歯科受診割合の関

連についてコクランアーミテージの傾向検定を行った。

結果：解析対象となった住民は 27,141 人であり、観察期間の中央値は 53 ヶ月(四分位範囲:25-60

ヶ月)だった。観察期間中に 1 回以上の歯科受診をした人は 16,959 人(62.5%)だった。男女ともに

年齢が高くなると歯科受診割合は低くなった(p<0.001)。また、男女ともに要介護度が高くなると

歯科受診割合は低くなる(p<0.001)。男女ともに年齢が低い時には要介護認定がない状態の方が受

診割合が高いが、年齢階級が高くなると要介護度が高い方が受診割合が増加する。男女ともに最

も歯科受診割合が低い集団は 95 歳以上の要介護度認定なしの人たちであった。 

考察：本研究の結果、後期高齢者では年齢が高くなるほど、要介護度が高くなるほどに歯科受診

割合が減少するが、95歳以上の高齢者になると要介護認定なしが最も受診割合が低かった。この

集団の人に対して、歯科受診を促すアプローチを検討することが、高齢者の口腔健康や全身状態

を向上させる上で重要であると考えられた。

Ａ．研究目的

後期高齢者は残存歯数が増加しており、歯

周病を有する者も増加している(1)。高齢者

において「噛める」ことは栄養状態の維持

(2)、認知機能の維持・向上(3)、QOL に関連

(4)している。歯科を受診して歯や歯肉の状

態を健康に保ち、補綴物を適切に使用でき
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るようにすることは、全身の健康状態にお

いて非常に重要である。

そうであるにもかかわらず、後期高齢者の

歯科受診割合は 70~75歳をピークに減少する

と報告されている(1)。また、本報告では年

齢階級は 80 歳以上、85 歳以上でひとまとめ

になっており、より高齢者の受診割合につ

いては詳述されていない。更に後期高齢者

は要介護認定をされている人が多くいるが、

要介護度による歯科受診割合については明

らかになっていない。本研究では、歯科受

診促進のアプローチが必要な集団について

特定するため、後期高齢者の、性・年齢・

要介護度別に歯科受診割合を記述すること

を目的とする。

Ｂ．研究方法

研究設定

本研究のデザインは横断研究である。2014

年 4 月〜2019 年 3 月の茨城県つくば市の医

療介護連結レセプトデータベースを利用し

た。このデータベースは、茨城県つくば市

より研究利用のために提供された、つくば

市在住の国民健康保険または後期高齢者医

療保険に加入している住民の医療、歯科医

療、薬剤、介護のレセプトを突合したデー

タベースである。住民個人を識別する番号

として、宛名番号が用いられており、個人

を追跡することが可能である。

研究対象者

つくば市の後期高齢者医療制度に加入して

いる 75 歳以上の全住民を研究対象者とした。 

アウトカム変数

アウトカム変数は歯科受診の有無である。

観察期間中に 1回以上の歯科受診があった者

を「歯科受診あり」とみなした。

変数

年齢階級、要介護度認定を変数として用い

た。年齢階級を 1)75~79 歳、2)80〜84 歳, 

3)85~89 歳、4)90~94 歳、5)95 歳以上に分類

した。要介護認定をⅰ)認定なし、ⅱ)要支援

1~2、ⅲ)要介護 1~2、ⅳ)要介護 3~5 に分類し

た。

統計解析

男女で層別化して、年齢、要介護度と歯科

受診割合の関連についてコクランアーミテ

ージの傾向検定を行った。

統計的有意性の閾値は、p 値≦0.05 とした。

すべての分析は，R バージョン 4.0.2（R 

Foundation for Statistical Computing, Vienna, 

Austria）を用いて行った． 

（倫理面への配慮）

本研究で用いるデータは、筆者らが受領

する以前に個人を特定できる情報は削除さ

れており、個人情報は保護されている。ま

た本研究は筑波大学医学医療系倫理委員会

の承認（承認日：2018 年 10 月 19 日、承認

番号：1324）を得て実施した（例）。 

Ｃ．研究結果

解析対象となった住民は 27,141 人であった。

観察期間の中央値は 53 ヶ月(四分位範囲:25-

60 ヶ月)だった。観察期間中に 1 回以上の歯

科受診をした人は 16,959 人(62.5%)だった。

研究観察時の背景情報について表 1に示す。

男性は 42%、平均年齢は女性の方が高く、

要介護認定がない人の割合は男性の方が高

かった。図 1は男女の年齢階級別の歯科受診

割合である。男女ともに年齢が高くなると

歯科受診割合は低くなった。（男女ともに傾

向性検定は有意, p<0.001）図 2 は男女の要介

護度別の歯科受診割合を示す。男女ともに

要介護度が高くなると歯科受診割合は低く

なる。（男女ともに傾向性検定は有意, 

p<0.001）図 3 は男女の年齢・要介護度別の

歯科受診割合である。男女ともに年齢が低
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い時には要介護認定がない状態の方が受診

割合が高いが、年齢階級が高くなると要介

護度が高い方が受診割合が増加する。男女

ともに最も歯科受診割合が低い集団は 95 歳

以上の要介護度認定なしの人たちであった。

Ｄ．考察

本研究では、後期高齢者の歯科受診割合

について記述した。茨城県つくば市の後期

高齢者は 4 割程度が 5 年間で一度も歯科受療

をしていなかった。年齢が高いほど歯科受

診割合は低く、要介護度が高いほど歯科受

診割合は低かった。年齢が若いときは要介

護認定がない状態の方が受診割合が高く、

年齢階級が上がると要介護度が高い方が受

診割合が増加していた。

先行研究から、年齢が上がると歯科受診

割合が下がること(1)、ADL が高いと歯科受

診割合が高いこと(5)は先行研究がいくつか

存在する。しかし、推計値であること、調

査票による研究であるために、バイアスが

疑われている。本研究では、後期高齢者の

地域住民のほぼ全員を含んでいる、選択バ

イアスが少ないデータを用いている。

高齢者は定期的な歯科受診をすることで、

有歯顎者は残存歯の健康状態を改善(6)し、

無歯顎者は補綴物の調整や清掃を行うこと

で適切に使用ができる(7)と報告されている。

また、全身状態として、歯科受診をしてい

る人は要介護認定を受けにくいという報告

も存在する(8)。 

本研究から、5 年間に一度も歯科受診をして

いない住民が 37.5%もいることが判明した。

これらの人たちに、歯科受診を促すように

することが重要であると考えられる。また、

高齢になると介護施設にいる方が受診割合

が高くなることから、高齢者は歯科医院へ

の受診のアクセスが悪くなっていると考え

られる。要介護認定に限らずに訪問歯科診

療や歯科受診のアクセスを向上させる方法

があると良いと考えられた。

今後の研究として、歯科を受診しない人た

ちの特性をより詳細に調べ、その集団への

歯科受診を促進する効果的なアプローチを

検討することが必要となる。

本研究の限界として、観察期間を一定に揃

えていないため、脱落者が多い(観察期間中

に死亡している人が多い)場合に、その集団

では観察期間が短くなり、歯科受診してい

ないバイアスがかかっている可能性がある。

Ｅ．結論

本研究の結果、後期高齢者では年齢が高く

なるほど、要介護度が高くなるほどに歯科

受診割合が減少するが、95 歳以上の高齢者

になると要介護認定なしが最も受診割合が

低かった。この集団の人に対して、歯科受

診を促すアプローチを検討することが、高

齢者の口腔健康や全身状態を向上させる上

で重要であると考えられた。
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男
⼥

表 1. 研究対象者の背景情報 

図 1. 男女の年齢階級別の歯科受診割合 

*コクランアーミテージ傾向性検定は男女ともに p<0.001

図 2.男女の要介護度別の歯科受診割合 

*コクランアーミテージ傾向性検定は男女ともに p<0.001

研究観察開始時 男性 女性

N＝27,141 人 11,396 (42.0%) 15,745 (58%) 

平均年齢(標準偏差) 78.7(5.2) 80.4(7.4)

要介護認定なし 9,893 (86.8%) 11,900 (75.6%) 
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図 3.男女の年齢・要介護度別歯科受診割合 
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介護老人福祉施設入居者の歯科受診状況に関する検討 

～A 市医療・介護レセプトを用いた介護老人福祉施設入居者の歯科受診の現況調査研究～ 

研究協力者 御子柴正光 筑波大学ヘルスサービス開発研究センター 研究員 

研究協力者 平健人  筑波大学大学院人間総合科学研究科ヒューマン・ケア科学専攻 

博士課程 

研究協力者 石丸美穂  筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野 助教 

研究代表者 田宮菜奈子 筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野 教授 

筑波大学ヘルスサービス開発研究センター センター長

研究要旨

目的：高齢者の口腔状態を良好に保つ事は、高齢者の健康維持に重要である。介護施設の入居

者は、歯科の受診状況が入居した施設の影響を受けていることが考えられる。本研究は、介護

老人福祉施設入居者の歯科受診の状況と施設による受診差の有無を明らかにすることを目的と

する。

方法：2012 年 4 月から 2015 年 3 月の A 市の歯科レセプト(国民健康保険・後期高齢者)，及び 

介護レセプト及びを突合利用し，A 市介護老人福祉施設入居者の歯科医療受診割合と歯科医療

へのアクセス手段（訪問診療・外来受診）を分析した。

結果： A 市介護老人福祉施設入居者の歯科受診割合は施設によりばらつきがみられ，歯科診療

へのアクセスは施設により，➀訪問診療が主，➁ 訪問診療と外来受診が混在，③歯科受診が全

体に少ない，の 3 類型がみられた。施設入居者の訪問歯科受診割合は，いずれの施設でも観察

期間中はほぼ一定で変動は少なかった。訪問歯科受診割合は，入居者特性よりも，経口維持・

口腔衛生管理の歯科関連加算施設や，ユニット型を採用している施設で高いことが認められた。

施設の協力歯科の有無は，入居者の歯科受診割合と関連が小さいことが認められた。

考察：A 市の介護老人福祉施設入居者の訪問歯科医療の受診割合は施設間では最大 4 倍程度の

差がみられ，歯科診療へのアクセス（訪問診療・外来受診）や頻度に違いが見られた。施設に

おける訪問歯科受診割合は，歯科関連加算やユニット型採用の施設で高い傾向がみられており，

A 市介護老人福祉施設では，入居者の要因よりも，施設特性が入居者の歯科受診の有無に影響

を及ぼしている可能性が大きい状況が窺えた。今後の訪問歯科診療促進の施策においては，施

設間の歯科医療受診割合の差や，入居者の歯科医療受診割合の低い施設に対する配慮の視点が

必要であると考えられた。

Ａ．研究目的

高齢者の口腔状態を良好に保つ事は、高

齢者の健康維持に重要である。介護施設の

入居者は、歯科の受診状況が入居先施設に

影響される事が考えられる。本研究は、介

護老人福祉施設（特養）入居者の歯科受診

の状況と施設差の有無を明らかにすること

を目的とする。

Ｂ．研究方法
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１）使用データ等

A 市の歯科レセプト(国民健康保険・後

期高齢者) ，及び介護レセプトを突合し分

析に使用した。対象期間は，2012 年 4 月

から 2015 年 3 月の 3 年間である。 

各介護老人福祉施設の web サイト、介

護事業所・生活関連情報検索(厚労省)から

A 市の介護老人福祉施設の情報を得た。 

２）各レセプトデータの取得情報項目

歯科レセプトから施設利用中の歯科受診

（初再診）の有無の情報を取得し，介護レ

セプトから，A 市介護老人福祉施設の利用

者数，利用施設コード，利用年月を取得し

た。

３）施設の選定基準

施設の選定基準は，施設間比較を可能と

するために，入居者総数 50 人以上，かつ

入居期間 1 年以上の利用者が存在する施

設とした。以上の選定基準を満たした A

市介護老人福祉施設は 16 施設である。 

４）算出指標と定義

 算出指標と定義は以下のとおりである。

・［訪問歯科受診割合］=訪問歯科利用者

数/入居者数 

・［外来歯科受診割合］=外来歯科利用者

数/入居者数 

・［訪問歯科受診月割合］=訪問歯科利用

月総数/入居月総数 

・［毎月の訪問歯科受診割合］ =当月訪

問歯科利用者数/当月入居者数 

（倫理面への配慮）

本研究は筑波大学医学医療系倫理委員会

の承認（承認日：2018 年 10 月 19 日、承認

番号：1324）を得て実施した。 

Ｃ．研究結果

各施設とも入居者の特性(性、年齢、要

介護度)はほぼ同じであった。 

施設入居者の歯科の訪問・外来別の受診

割合は施設によりばらつきがみられた。

歯科診療へのアクセスは施設により，➀

訪問診療が主，➁ 訪問診療と外来受診が

混在，③歯科受診が全体に少ない，の 3

パターンがみられた。（図１）

観察期間中、各施設における月ごとの訪

問歯科診療受診割合はどの施設でもほぼ一

定で変動は小さかった。(図２） 

訪問歯科受診割合は，年齢や性、要介護

度の 4、5 の人の割合などの入居者特性よ

りも，経口維持・口腔衛生管理の歯科関連

加算(表１水色)がある施設や，ユニット型

(表 1 黄色)を採用している施設で比較的高

いことが認められた。施設の協力歯科の有

無は，入居者の歯科受診割合と関連が小さ

いことが認められた。（図３、表 1） 

Ｄ．考察

本研究から，A 市の介護老人福祉施設入

居者の歯科医療の受診割合は施設間では最

大 4 倍程度の差がみられており，歯科診

療へのアクセス（訪問診療・外来受診）に

は違いが見られていることが確認できた。

施設における訪問歯科受診割合は，歯科

関連加算やユニット型採用の施設で高い傾

向がみられており，A 市介護老人福祉施設

では，入居者の要因よりも，施設特性が入

居者の歯科受診の有無や頻度に影響を及ぼ

している可能性が大きい状況が窺えた。今

後の訪問歯科診療促進の施策においては，

施設間の歯科医療受診割合の差に対する配

慮，及び入居者の歯科医療受診割合の低い

施設が入居者の歯科受診環境を整備するイ

ンセンティブ付与等の視点が必要であるも

のと考えられる。

本研究では，対象期間における各施設の

歯科レセプトの電子化導入時期に差がある

ことが考えられる。このため，取得データ

には実際の全歯科受診を反映できていない

可能性がある。
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Ｅ．結論

A 市介護老人福祉施設の入居者の訪問歯

科の受診割合は，施設間で最大 4 倍の差

がみられ，施設間の歯科診療のアクセス差

についての改善の必要性が示唆された。

Ｆ．研究発表

１．論文発表

なし

２．学会発表

御子柴正光,平健人，石丸美穂，吉江悟,

飯島勝矢，石崎達郎,田宮菜奈子. 自治体

の医療・介護レセプトを用いた介護老人福

祉施設入居者の歯科受診の実態. P-11-15. 

第 80 回公衆衛生学会総会. 東京/オンライ

ン

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定

を含む）

１．特許取得

なし

２．実用新案登録

なし

３．その他

なし
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【図 1】施設別の訪問歯科受診割合・訪問歯科受診月割合、外来歯科受診割合 

（2012 年 4 月～2015 年 3 月） 
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【表 1】施設別の毎月の訪問歯科受診割合 

年 ⽉ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16
4 88% 0% 55% 22% 0% 1% 0% 3% 31% 47% 0% 0% 0% 2% 2% 0%

5 92% 0% 49% 29% 0% 41% 0% 1% 34% 43% 0% 0% 0% 2% 2% 0%

6 90% 0% 46% 20% 0% 55% 8% 2% 35% 33% 0% 0% 0% 2% 2% 0%

7 90% 0% 49% 27% 0% 57% 7% 12% 35% 44% 0% 0% 0% 0% 2% 0%

8 93% 0% 49% 18% 0% 57% 0% 23% 37% 44% 0% 0% 0% 0% 2% 0%

9 92% 0% 47% 25% 0% 55% 5% 29% 37% 43% 0% 0% 0% 0% 2% 0%

10 93% 0% 44% 22% 0% 53% 6% 30% 38% 46% 0% 0% 0% 0% 2% 0%

11 92% 0% 50% 17% 0% 52% 10% 26% 40% 43% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

12 88% 0% 55% 28% 0% 41% 10% 29% 40% 41% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

1 88% 0% 57% 25% 0% 51% 0% 27% 37% 41% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

2 89% 0% 55% 27% 0% 58% 9% 30% 34% 34% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

3 93% 0% 52% 16% 0% 56% 0% 36% 37% 35% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

4 95% 0% 52% 23% 0% 59% 7% 36% 38% 46% 2% 0% 0% 2% 0% 0%

5 96% 0% 54% 13% 0% 61% 8% 35% 43% 51% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

6 93% 0% 53% 21% 0% 58% 8% 38% 43% 45% 0% 0% 0% 0% 2% 2%

7 93% 0% 60% 22% 0% 53% 7% 40% 46% 46% 0% 0% 0% 0% 0% 2%

8 90% 0% 48% 25% 0% 53% 2% 39% 48% 42% 0% 0% 0% 0% 0% 5%

9 88% 0% 51% 20% 0% 61% 3% 39% 51% 41% 0% 0% 0% 0% 0% 3%

10 89% 0% 60% 22% 0% 66% 9% 37% 50% 45% 0% 0% 0% 0% 0% 2%

11 90% 0% 59% 23% 0% 62% 9% 41% 46% 45% 0% 0% 0% 0% 0% 2%

12 93% 0% 61% 22% 0% 60% 7% 43% 47% 39% 0% 0% 0% 0% 0% 2%

1 93% 0% 50% 18% 0% 65% 8% 44% 48% 49% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

2 88% 0% 54% 21% 0% 63% 7% 45% 52% 42% 0% 0% 0% 0% 0% 3%

3 93% 0% 55% 22% 0% 64% 5% 44% 52% 40% 0% 0% 0% 0% 0% 2%

4 95% 62% 59% 32% 51% 50% 0% 1% 32% 53% 0% 0% 7% 0% 0% 2%

5 95% 64% 61% 24% 57% 56% 5% 24% 31% 55% 78% 0% 4% 0% 0% 3%

6 83% 74% 54% 29% 55% 54% 7% 25% 35% 57% 77% 0% 13% 0% 0% 3%

7 89% 73% 59% 27% 61% 54% 5% 31% 35% 58% 79% 0% 17% 0% 2% 5%

8 89% 63% 58% 38% 59% 50% 34% 37% 31% 54% 77% 0% 15% 0% 0% 3%

9 89% 66% 61% 44% 60% 46% 39% 39% 32% 58% 77% 0% 15% 0% 2% 3%

10 88% 74% 61% 37% 60% 47% 45% 35% 33% 58% 83% 0% 13% 0% 0% 3%

11 89% 75% 55% 37% 59% 46% 49% 34% 34% 54% 75% 0% 19% 0% 0% 3%

12 85% 72% 61% 33% 61% 42% 41% 37% 33% 58% 81% 0% 35% 29% 4% 3%

1 89% 63% 55% 40% 60% 50% 40% 38% 35% 51% 76% 54% 33% 21% 21% 10%

2 82% 71% 57% 26% 64% 49% 41% 39% 37% 45% 81% 64% 35% 35% 22% 14%

3 89% 74% 61% 39% 70% 51% 48% 37% 36% 56% 79% 67% 33% 31% 22% 19%

施設ID

2012
年

2013
年

2014
年

2015
年
色なし 0 0<~<25 25~<50 50~<75 75~100 単位%
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【図 2】入居者要因と受診割合 
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【表 2】施設要因と受診割合 

●は該当項目，黄色：ユニット型，水色：経口維持、口腔衛生管理加算有り

施設ID 訪問⻭科
受診割合 定員 ユニット

型
経⼝維持
加算

⼝腔衛⽣
管理加算 協⼒⻭科

1 92.2% 80 ● ● ●
2 80.3% 150 ● ● ●
3 74.5% 90 ● ●
4 73.0% 70 ● ● ● ●
5 72.7% 112 ● ●
6 71.4% 60 ● ● ● ●
7 68.3% 60 ● ● ●
8 64.2% 150 ● ● ●
9 59.9% 112 ● ●
10 58.3% 100 ● ● ●
11 57.5% 60 ● ● ●
12 39.5% 80 ● ● ●
13 31.5% 50 不明
14 24.4% 74 ● ●
15 19.3% 100 ● ●
16 15.0% 76 なし
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業)  

分担研究報告書 

わが国の口腔保健の指標体系に関する統計学的検討 

―PDCA サイクルを用いた「改善」に有用と考えられる指標体系の構築に向けて－ 

研究分担者 高橋秀人 国立保健医療科学院 統括研究官

研究要旨 

前年度, わが国の口腔保健について今後求められる指標に関し, 現在利用可能な「歯科」に関す

るデータから どのような指標を構築できるかの検討を, [1] e-stat, および [2] NDB オープンデ

ータから「歯科」に関する調査項目を抽出し,  これらから, 三層 D-Plus モデルを用いて, 指標体

系の検討を行った. 本年度は, 歯科に関する統計情報を拡充し(昨年度のものは再掲), PDCA サイ

クルを用いた「改善」に有用と考えられる指標体系の構築にむけて検討することを目的とする.

まず, 既存統計から得られる指標 として（A） e-stat より, （B） NDB オープンデータ(歯科)

より, 調査事項を明示し, 指標に求められる性質として, 1)要因と結果の枠組みの構築, 2)要因に

ついて, 3)結果について, ４）PDCA の観点から検討し, 現状の課題の提示から, 今後有用と考え

られる指標体系の構築にむけて検討を行った. 

今後望まれる指標体系として ①「要因」と「結果」の両者の情報を収集する点, ② PDCA サ

イクルの考え方に対応している点, および③事業を３段階「行政」「施設」「個人」の枠組みで展

開する「口腔保健事業評価モデル」は, 有用であると考える. さらに信頼度の高いデータを用いる

ためには, 「口腔保健事業評価モデル」に沿って, データ収集デザインを設計し, その元でデー

タを収集することである. 「口腔保健事業評価モデル」における「行政」は「国」を想定している

ため, 「県」「市町村」についての検討が必要である.

A. 研究目的

現在わが国は「データ」を基にした「エビ

デンスベース」に立脚した考え方に基づき

「健康・医療戦略」が展開されている. ここ

では特に「データヘルス計画の中で歯科保

健の取組を推進するとともに, 歯科保健サ

ービスの実施による生活習慣病への効果を

検証する. その結果を踏まえて, 更なる歯

科保健サービスの充実など, 歯科保健対策

の充実を図る」,「企業・健康保険組合の健

康投資を評価し, また, 健康増進に係る取

組を企業間・健康保険組合間で比較可能と

するための指標を構築し, データヘルス計

画とも連携し, 企業・健康保険組合による

指標の活用を促進する」のように,診療報酬

請求データ(レセプトデータ)や, ビッグデ

ータ分析を行うことで実現する健康づくり

(データヘルス)を推進することが謳われて

いる. 

歯科に関しては , 健康日本 21(第 2

次)(2013 年から 10 年間の計画であり, そ

の基本となる方針や理念, 具体的な目標(10

項目)が定められている. これらの目標値は

重要であるが, データヘルスのもとで考え

た場合, PDCA 的に「事業立案」「事業評価」

および「国民の健康への寄与」が見える化さ

れる体系が望ましい. これに関し, 前年度, 

わが国の口腔保健について今後求められる
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指標に関し, 現在利用可能な「歯科」に関す

るデータから どのような指標を構築でき

るかの検討を, [1] e-stat, および [2] NDB 

オープンデータから「歯科」に関する調査項

目を抽出し,  これらから, 三層 D-Plus モ

デルを用いて, 指標体系の検討を行った.

本年度は, 歯科に関する統計情報を拡充

し(昨年度のものは再掲), PDCAサイクルを

用いた「改善」に有用と考えられる指標体系

の構築にむけて検討することを目的とする.

B.研究方法

[1] 既存統計から得られる指標 として

（A） e-stat より, （B） NDB オープン

データ(歯科)より, 調査事項を明示した.

[2] [1]を基に, 指標に求められる性質と

して, 1)要因と結果の枠組みの構築, 2)要

因について, 3)結果について, ４）PDCA

の観点から検討し, 現状の課題の提示か

ら, 今後有用と考えられる指標体系の構

築にむけて検討する.

C 研究結果 

[1] 既存統計から得られる指標

（A） e-stat より

(1) 歯科疾患実態調査

データサイズは H28 年は  被調査

者数は6,278人（男2,868人、女3,410

人）であり、口腔診査受診者は 3,820

人（男 1,667 人、 女 2,153 人）、質

問紙回答のみの者は 2,458 人（男

1,201 人、女 1,257 人）

----

調査目的 

この調査は、わが国の歯科保健状

況を把握し、歯科口腔保健の推進

に関する基本的事項及び健康日本

21（第二次）において設定した目

標の評価等、今後の歯科保健医療

対策を推進するための基礎資料を

得ることを目的とする。 

調査対象 

全国を対象として、平成 28 年国

民健康・栄養調査において設定さ

れる地区（平成 22 年国勢調査の

調査区から層化無作為抽出した全

国計 475 地区）からさらに抽出し

た 150 地区内の満 1歳以上の世帯

員を調査客体とする。ただし、熊

本地震の影響により、熊本県の全

域を除く 

主な調査事項 

1)性別, 2)生年月日, 3)歯や口の

状態, 4)歯をみがく頻度, 5)歯や

口の清掃状況, 6)フッ化物応用の

経験の有無, 7)顎関節の異常, 8)

歯の状況, 9)補綴の状況, 10)歯

肉の状況, 11)歯列・咬合の状況 

---- 

(---上記ので区切られた部分は調査

資料説明からの抜粋, 以下同様) 

(2) 在宅歯科医療に関する調査

データサイズは(H26 年) 調査対象

医療機関 6,093 施設のうち、4,261 施

設から回答があり、対象患者数は

13928 人（男 5,983 人、女 7,945 人）

----

調査の概要 

在宅及び外来における個々の診療

行為についての診療時間を把握
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し、保険診療における歯科訪問診

療について検討するための基礎資

料を得ることを目的とした調査

調査事項

 訪問歯科診療及び外来歯科診

療における、1 回の診療あたり

総診療時間

 訪問歯科診療及び外来歯科診

療における、各治療項目の診

療時間

 訪問歯科診療についての訪問

先種別

---- 

(3) 医師・歯科医師・薬剤師統計

データサイズは R2  歯科医師

107443 人

----

調査目的

本統計は、 医師、歯科医師及び

薬剤師について、性、年齢、業務

の種別、従事場所及び診療科名

（薬剤師を除く。）等による分布

を明らかにし、厚生労働行政の基

礎資料を得ることを目的とする。

調査対象

日本国内に住所があって、医師法

第 6 条第 3 項により届け出た医

師、歯科医師法第 6 条第 3 項によ

り届け出た歯科医師及び薬剤師法

第 9 条により届け出た薬剤師の各

届出票を集計の対象とする。

集計事項

主な調査事項

1)住所, 2)性別, 3)生年月日, 4)登

録年月日, 5)業務の種別, 6)従事先

の所在地, 7)主たる業務内容（薬

剤師を除く）, 8)従事する診療科

名（薬剤師を除く）, 9)取得して

いる広告可能な医師・歯科医師の

専門性に関する資格名（薬剤師を

除く）等

---- 

(4) 無歯科医地区等調査(R1)

----

調査目的

本調査は、全国の無歯科医師地区等

の実態及び歯科医療確保状況の実態

を調査し、へき地歯科保健医療体制

の確立を図るための基礎資料を得る

ことを目的とする

調査対象

無歯科医師地区及び無歯科医師地区

には該当しないが、無歯科医師地区

に準じた医療の確保が必要な地区と

各都道府県知事が判断し、厚生労働

大臣に協議できる地区（無歯科医師

地区に準じる地区）を有する市町村

とする。

主な調査事項

無歯科医地区等の状況、最寄医療機

関までの交通事情及び無歯科医地区

等の内情等

---- 

(5) 医療扶助実態調査

デ ー タ サ イ ズ は  R2  総 数

1740838 件

----
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調査目的

この調査は、生活保護法による医

療扶助受給者の診療内容を把握

し、被保護階層に対する医療対策

その他厚生労働行政の企画運営に

必要な基礎資料を得ようとするも

のである。

調査対象

この調査の客体は、福祉事務所に

保管される各年 6 月基金審査分

（4・5 月診療分）の診療報酬明細

書及び調剤報酬明細書（以下「明

細書」という。）のうち、一般診

療（病院・一般診療所）の入院分

及び入院外分、歯科診療分、調剤

分について、レセ電仕様明細書

（以下「レセ電データ」とい

う。）の全データを対象とする。

ただし、歯科診療の入院分は調査

客体としない。

※調剤に関しては、平成 20 年よ

り開始した。

※平成 23 年よりレセ電データの

全データを用いた調査とした。

※平成 22 年以前の調査対象は以

下抽出率のとおり。

集計事項

主な調査事項

診療報酬明細書の記入事項のう

ち、傷病名、診療実日数、診療行

為別点数等の事項及び調剤報酬明

細書の記入事項のうち、受付回

数、処方調剤、調剤点数の事項と

する。

---- 

(6) 医療経済実態調査（医療機関等調査） 

データサイズはR3 歯科診療所753

施設 歯科大学病院 19 施設

----

調査目的

病院、一般診療所及び歯科診療所

並びに保険薬局における医業経営

等の実態を明らかにし、社会保険

診療報酬に関する基礎資料を整備

することを目的とする。

調査対象

社会保険による診療・調剤を行っ

ている全国の病院、一般診療所、

歯科診療所及び 1 か月間の調剤報

酬明細書の取扱件数が 300 件以上

の保険薬局を対象とする。ただ

し、開設者が医育機関（特定機能

病院及び歯科大学病院は除く）で

あるもの、特定人のために開設さ

れている閉鎖的なもの、感染症病

床のみを有する病院、結核療養

所、原爆病院、自衛隊病院等の特

殊な病院並びに刑務所、船内等に

設置される一般診療所及び歯科診

療所は除外する。また、歯科併設

の一般診療所、臨床検査センタ

ー、夜間診療所、巡回診療所及び

1 か月間の診療時間が 100 時間未

満であると推定された医療機関は

調査対象から除外する。

集計事項

主な調査事項

施設の経営実態等 

---- 
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(7) 医療施設調査

データサイズは R2 歯科診療所

67874 施設

----

調査目的

病院及び診療所(以下「医療施設」

という。)について、その分布及び

整備の実態を明らかにするととも

に、医療施設の診療機能を把握

し、医療行政の基礎資料を得る。

調査対象

1)静態調査 調査時点で開設して

いる全ての医療施設

2)動態調査 医療法に基づく開

設・廃止・変更等の届出を受理

又は処分をした医療施設。

主な調査事項

1)静態調査 名称、所在地、開設

者、診療科目及び患者数、設

備、従事者の数及びその勤務

の状況、許可病床数、社会保

険診療の状況、救急病院・診

療所の告示の有無、診療及び

検査の実施の状況、その他関

連する事項

2)動態調査 名称、所在地、開設

者、診療科目、許可病床数等

---- 

(8) 特定保険医療材料価格調査

----

調査概要

特定保険医療材料・再生医療等製

品について、保険医療機関、歯科

技工所及び保険薬局に販売する医

療機器販売業者の販売価格及び一

定率で抽出された医療機関等での

購入価格を調査し、材料価格基準

改正の基礎資料を得ることを目的

としている

特定保険医療材料・再生医療等製

品価格調査によって得られた結果

をもとに、医療機関等で保険診療

に用いられる材料価格基準を改正

し告示している

---- 

(9) 社会医療診療行為別統計（旧：社会医

療診療行為別調査）

----

データサイズは全国の保険医療機関

及び保険薬局から社会保険診療報酬

支払基金支部及び国民健康保険団体

連合会に提出され、令和２年６月審

査分として審査決定された医療保険

制度の診療報酬明細書及び調剤報酬

明細書のうち、「レセプト情報・特定

健診等情報データベース（以下「ＮＤ

Ｂ」という。）」に蓄積されているもの

全 て を 集 計 対 象  歯 科 件 数

14124412 件

----

(10) 国民健康・栄養調査

データサイズは生活習慣調査の対象

人数 5,709 人（男 2670 女 3039）

----

調査目的

国民の身体の状況、栄養摂取量及び

生活習慣の状況を明らかにし、国民
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の健康の増進の総合的な推進を図る

ための基礎資料を得ることを目的と

して、毎年実施するもの。

調査対象

調査年の国民生活基礎調査において

設定された単位区から、層化無作為

抽出した 300 単位区内の世帯(約 6,0

00 世帯)及び世帯員(調査年 11 月 1

日現在で満 1 歳以上の者、約 18,000

人)。 

主な調査事項

1) 身体状況調査票(身長、体重、

腹囲、血圧測定、血液検査等)

2) 栄養摂取状況調査票(食品摂

取量、栄養素等摂取量、食事状況

(欠食・外食等)) 

3) 生活習慣調査票(食生活、身体

活動・運動、休養(睡眠)、飲酒、喫

煙、歯の健康等

---- 

(11) 地域保健・健康増進事業報告

データサイズは歯周病疾患健診 受

診者数 343155 人

----

調査目的

地域住民の健康の保持及び増進を

目的とした地域の特性に応じた保

健施策の展開等を実施主体である

保健所及び市区町村ごとに把握

し、国及び地方公共団体の地域保

健施策の効率的・効果的な推進の

ための基礎資料を得ることを目的

とする。

調査対象

全国の保健所及び市区町村。

主な調査事項

(1)地域保健事業（地域保健法、母

子保健法、予防接種法等）

 母子保健、健康増進、歯科保

健、精神保健福祉、職員の設置状況等

(2)健康増進事業（健康増進法第17

条第 1 項及び第 19 条の 2） 

健康診査、訪問指導、がん検

診等

---- 

(12) 患者調査

データサイズは 2017 外来歯科診

療所 総数 1347.7 千人

----

調査目的

病院及び診療所(以下「医療施設」

という。)を利用する患者につい

て、その傷病の状況等の実態を明

らかにし、医療行政の基礎資料を

得る。

調査対象

全国の医療施設を利用する患者を

対象として、病院の入院は二次医

療圏別、病院の外来及び診療所は

都道府県別に層化無作為抽出した

医療施設を利用した患者を調査の

客体とする。

主な調査事項

性別、出生年月日、患者の住所、

入院・外来の種別、受療の状況、

診療費等支払方法、

紹介の状況、その他関連する事項

---- 
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(13) 国民生活基礎調査

データサイズは 2019 217179 世帯

----

調査目的

保健、医療、福祉、年金、所得等

国民生活の基礎的事項を調査し、

厚生労働行政の企画及び運営に必

要な基礎資料を得るとともに、各

種調査の調査客体を抽出するため

の親標本を設定することを目的と

している。

調査対象

大規模調査

全国の世帯及び世帯員を対象と

し、世帯票及び健康票について

は、平成 27 年国勢調査区のうち

後置番号 1 及び 8 から層化無作為

抽出した 5,530 地区内のすべての

世帯(約 27 万 7 千世帯)及び世帯員

(約 68 万 8 千人)を、介護票につい

ては、前記の 5,530 地区内から層

化無作為抽出した 2,500 地区内の

介護保険法の要介護者及び要支援

者(約 6 千人)を、所得票・貯蓄票

については、前記の 5,530 地区に

設定された単位区のうち後置番号

1 から層化無作為抽出した 2,000

単位区内のすべての世帯(約 5 万世

帯)及び世帯員(約 12 万 5 千人)を

調査客体とした（2019 年大規模

調査） 。

（1）世帯票・健康票・介護票

次に掲げる、世帯に不在の者

単身赴任者、出稼ぎ者、長期出

張者(おおむね 3 か月以上)、遊学

中の者、社会福祉施設の入所者、

長期入院者(住民登録を病院に移し

ている者)、預けた里子、収監中の

者、その他の別居中の者

（2）所得票・貯蓄票

上記「世帯票」で掲げる不在の

者、世帯票調査日以降に転出入し

た世帯及び世帯員、住み込み又は

まかない付きの寮・寄宿舎に居住

する単独世帯

主な調査事項

世帯票 単独世帯の状況、5 月中

の家計支出総額、世帯主

との続柄、性、出生年月、

配偶者の有無、医療保険

の加入状況、公的年金・

恩給の受給状況、公的年

金の加入状況、就業状況

等

健康票 自覚症状、通院、日常生

活への影響、健康意識、

悩みやストレスの状況、

こころの状態、健康診断

等の受診状況等

介護票 介護が必要な者の性別と

出生年月、要介護度の状

況、介護が必要となった

原因、介護サービスの利

用状況、主に介護する者

の介護時間、家族等と事

業者による主な介護内容

等

所得票 前年 1 年間の所得の種類

別金額・課税等の状況、生活意識の状況
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等

貯蓄票 貯蓄現在高、借入金残高

等

---- 

(14) 衛生行政報告例

----

調査目的

本統計は、国民に必要な医療を確

保していくための基礎資料とし

て、我が国の医療保険制度・医療

経済における重要な指標となって

いる。

調査対象

都道府県、指定都市及び中核市。

主な調査事項

精神保健福祉関係、栄養関係、衛

生検査関係、生活衛生関係、食品

衛生関係、医療関係、薬事関係、

母体保護関係、難病・小児慢性特

定疾病関係 等

---- 

(15) 国民医療費

----

調査目的

衛生関係諸法規の施行に伴う各都

道府県、指定都市及び中核市にお

ける衛生行政の実態を把握し、衛

生行政運営の基礎資料を得ること

を目的とする。

調査対象

当該年度内の医療機関等における

保険診療の対象となり得る傷病の

治療に要した費用を推計したもの

である。

この費用には、医科診療や歯科

診療にかかる診療費、薬局調剤医

療費、入院時食事・生活医療費、

訪問看護医療費等が含まれる。

なお、保険診療の対象とならな

い評価療養（先進医療（高度医療

を含む）等）、選定療養（特別の

病室への入院、歯科の金属材料

等）、不妊治療における生殖補助

医療等に要した費用は含まない。

また、傷病の治療費に限ってい

るため、[1]正常な妊娠・分娩に要

する費用、[2]健康の維持・増進を

目的とした健康診断・予防接種等

に要する費用、[3]固定した身体障

害のために必要とする義眼や義肢

等の費用も含まない。

主な調査事項

精神保健福祉関係、栄養関係、衛

生検査関係、生活衛生関係、食品

衛生関係、医療関係、薬事関係、

母体保護関係、難病・小児慢性特

定疾病関係 等

---- 

(16) 医療給付実態調査

2019 医療保険制度の全ての保険者

（後期高齢者医療広域連合を含む。）

に係る全ての診療報酬明細書及び調

剤報酬明細書（医科入院、医科入院外、

歯科、調剤）を対象

----

調査目的

医療保険制度加入者の受診状況を

年齢別、疾病分類別等様々な切り

口から観察し、医療保険制度の健
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全な発展のための基礎資料を得る

ことを目的とする。

調査対象

医療保険制度の全ての保険者（後

期高齢者医療広域連合を含む。）

に係る全ての診療報酬明細書及び

調剤報酬明細書（医科入院、医科

入院外、歯科、調剤）を対象とす

る

主な調査事項

各診療報酬明細書及び調剤報酬明

細書について、以下の項目を調査する。

 医療機関のコード

 保険者番号

 整理番号（被保険者記号・番号等

を別途配布した変換ツールを用い

て匿名化したもの）

 受診者の性別及び生年月日

 被保険者本人又は家族等の属性

 診療年月及び入院年月日

 診療種類

 診療実日数（※1）

 決定点数（※1）

 食事療養又は生活療養の回数及

び決定基準額（入院の場合）（※1）

 疾病コード（※2）

 ※1 医療保険に係る分を調査

 ※2 社会保険表章用疾病分類

（平成 17 年 12 月 26 日保発第

1226001 号）による 121 分類

---- 

（B） NDB オープンデータ(歯科)より

第 5 回 NDB オープンデータでは下記の

情報に関し, 公開されている(SL1～3) 

https://www.mhlw.

go.jp/content/12400000/00

0539640.pdf 
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図 1 NDB オープンデータの対象・項目等 

図 2 NDB オープンデータの対象・項目等
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https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/000539646.pdf (P19) 

図 3 歯科傷病の公表データ 

なお R３年７月に厚労省から「歯科保健医

療に関するオープンデータについて」が公

表され,それには既存統計から歯科保健医

療に関する基礎データ等(①歯科医師数, 就

業歯科衛生士・歯科技工士数, ③病院数総

数, ④歯科診療所数, ⑤歯科系診療科目標

榜病院数, ⑥在宅サービス提供数, ⑦歯科

技工所数, ⑧歯科診療所の従事者数, ⑨病

院における歯科関係職種の従事者数, ⑩歯

周疾患検診の受信状況, ⑪有訴者数, ⑫1 

歳 6 か月児、3 歳児健診受診者における

むし歯のない幼児割合, および NDB オー

プンデータから下記の指標が, 歯科保健医

療に関するオープンデータの概要として紹

介されている. 

-83-



厚生労働省 「歯科保健医療に関するオープンデータについて」

https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/000810801.pdf 

図 4 歯科保健医療に関する指標 
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[2] 今後有用と考えられる指標体系の構築

にむけて

(1)指標に求められる性質

1)要因と結果の枠組みの構築

「事業」により「個人の健康が変化」する

という設定は自然である. この場合,行政の

事業は「要因」, 個人の健康の変化は

「結果(outcome)」となる. 

また, 「要因」である「事業」に関し, 基

本的に, 事業を「見える化」する観点とし

て, ドナベディアンの医療の質モデルに基

づきストラクチャ(設備, 人, 組織, 外的イ

ンフラ), プロセス(事業実施過程, どのよう

に行うか), 「結果」はアウトカム(結果, 個

人の変化, 本質的な変化)」として整理され

る. 日本の実情に合わせて市町村等の事業

の評価軸である「アウトプット(事業結果,

外的に見える変化,)を加えたモデルでは,

「アウトプット」は事業単位で考えると

「結果」に分類され, 本質的には「アウト

カム」への要因としても分類可能である

2)要因について

「要因」は事業に関するトラクチャ(設備,

人, 組織, 外的インフラ), プロセス(事業

実施過程, どのように行うか)と整理され

る. 

3)結果について

言うまでもないが「結果」はデータ収集の

目的に依存する. 「国民の健康への寄与」

をどのように考えるかが, 直接アウトカム

に反映される. 例えば, 「国民の健康への

寄与」を「寿命の延伸」と考えれば, アウ

トカム指標は個人としては「死亡」, 集団

としては「性年齢階級別死亡率」を介して

の「寿命(0 歳の平均余命)」, 「国民の健

康への寄与」を「健康寿命の延伸」と考え

れば, アウトカム指標は個人としては「健

康からの逸脱」, 集団としては「性年齢階

級別健康逸脱率」を介しての「健康寿命」

となる.  

ストラクチャ：設備, 人, 組織, 外的インフラ

プロセス： 事業実施プログラム, どのように行うか 

アウトプット：事業結果, 外的に見える変化

アウトカム： 個人の変化, 本質的な変化

図 5 要因と結果について 

-85-



4)PDCA サイクルの観点から

PDCA サイクル（PDCA cycle、plan-do-c

heck-action cycle）は、生産技術における

品質管理などの継続的改善手法である.「P

lan（計画）→ Do（実行）→ Check（評

価）→ Action（改善）」の 4 段階を繰り

返すことによって、業務を継続的に改善す

る。

事業評価のために,「指標」が必要となる.

これには a) 構造の評価(人員, 組織), b) 

過程の評価(実施方法), c) 結果の評価(問題

は解決したのか？などのいわゆるストラク

チャ, プロセス, アウトカムの評価が必要

となる.

(2)現状の課題

現状の課題としてまず,(あ) [1]で提示した

「e-stat から構成される指標」および「N

DB から構成される指標」は, それぞれ統

計調査としての目的があって収集された統

計の目的外使用として, 利用可能なデー

タであること,があげられる.

これは PDCA サイクルの観点からいえば,

必ずしも事業評価に直接利用できるもので

はなく, すべて代替指標として利用可能か

どうかを検討したうえで利用しているもの

となる. したがって,評価においては, バイ

アスなど結果を歪める要因が多く入り, こ

れが評価を妨げる大きな要因となってい

る.  

これを解決するためには, 「口腔保健」に

関する事業目的を明確化し, それを実現す

るための研究計画(プロトコル)を作成する

ことであると考える. この過程で現在の e-

stat 統計情報を整理し, どのような調査法

で, どのようなデータを収集すればよいの

かが明確になってくる. 

一例として WHO から提供される「Oral 

Health Surveys – Basic Methods(口腔

健康調査 - 基本的な方法)」は, 全国の口

腔健康調査計画者が、口腔健康プログラム

の計画と評価に重要な口腔疾患と状態の測

Plan（計画）：  従来の実績や将来の予測などをもとにして業務計画を作成する。 

Do（実行）：    計画に沿って業務を行う。 

Check（評価）： 業務の実施が計画に沿っているかどうかを評価する。 

Action（改善）：実施が計画に沿っていない部分を調べて改善をする。 

施策立案 事業実施 

評価 改善 

図 6 PDCA サイクル 
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定を標準化することを奨励し、幅広い範囲

で収集されたデータの比較可能性を確保す

ることを目的としている. これには, 口腔

の健康状態に関する臨床データの収集に関

連する方法とアプローチに関する調査計画

者向けの背景情報, 口の健康の自己報告と

質問票によって評価された危険因子につい

て, および、データ分析等について記載さ

れており, 実際の調査を計画する際には多

いに参考になるものとなっている.特筆す

べき点は, 調査デザインやデータの信頼性

を高めるための検討が十分になされている

点である. 

 

続いて, (い)検討している事業についての

エビデンスが不足していることが言える. 

例えば「口腔保健」の重要なアウトカムと

して「う蝕」「歯周病」「喪失歯」があげ

られるが, これが本質的な意味で「余命」

や「健康寿命」にどの程度寄与するのか

は, はっきりしていない.  

 

PDCA は継続的なサイクルによって, 状況

を次第に改善していくシステムなので, こ

の過程でエビデンスが創出されるような仕

組みを作っておく, すなわち例えば「う

蝕」「歯周病」「喪失歯」の状況と, その

後の「死亡」「健康からの逸脱」あるいは

「各種疾患罹患」などの転記の情報はアウ

トカム指標として必要になってくる. 

 

これに関し, 現在, NDB は「死亡」と突合

した形でデータベースを整備しているよう

に, 「歯科」についても, 同様に「死亡」

と突合, および各種「疾患登録」との突合

情報が重要になっている. 

 

(3) 今後有用と考えられる指標体系の構築

に向けて 

上記の検討により, 長期的な観点から「口

腔保健」の事業目的を「寿命の延伸」「健

康寿命の延伸」などの本質的なアウトカム

とし, それに向けて「事業」の位置づけが,

 PDCA サイクルを通し得られる知見によ

り「改善」できるように整えられた指標体

系が有用ではないかと考える.下記はその

一例である. 

 

ストラクチャ指標は, 「行政」では現在の 

 医師・歯科医師・薬剤師統計 

 無歯科医地区等調査 

 医療経済実態調査 

 医療施設調査 

 在宅歯科医療に関する調査 

 医師・歯科医師・薬剤師統計 

 医療経済実態調査 

 医療施設調査 

をベースに指標を構築する. 「施設」,「個

人」については, 毎年必要な情報を収集す

ることでデータとする 
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図 7 三層 D-Plus 評価マトリクス 

プロセス指標については, 事業の根幹であ

り, 「行政」では事業の内容を整理するこ

とでデータとなる「施設」「個人」につい

ては, 国が統一した「口腔保健活動」を提

供することで, データとなる. それには既

存の歯科疾患実態調査, 社会医療診療行為

別統計から絵得られる「歯科検診受診」

「歯科医院等受診」などをベースとした指

標を含める含める. 

アウトプット指標については, 「行政」で

は事業開始時に作成された KPI(Key Perfo

rmance Indicator)等をベースに指標とす

る. 「施設」「個人」については, 国から

提供された「口腔保健活動」をもとに, そ

の実施程度等を評価指標とする. また歯科

疾患実態調査, 国民健康・栄養調査, 国民

生活基礎調査等から「口腔保健行動」 に

関する指標を用いる

アウトカム指標については, 歯科疾患実態

調査, NDB から「歯・口の状態」に関す

る指標を用いる.

D 考察 

現在の「口腔保健事業」を, PDCA サイク

ルを用いて進める上で, 望まれる指標体系

について検討を行った. この検討は, ①

「要因」と「結果」の両者の情報を収集す

る点, ② PDCA サイクルの考え方に対応

している点, および③事業を３段階「行

政」「施設」「個人」の枠組みで展開する

ことを想定している点が特徴である(以降

これを「口腔保健事業評価モデル」と記載

する). 

これに関し,「e-stat から構成される指標」

および「NDB から構成される指標」は, 

それぞれ統計調査としての目的があって収
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集された統計の目的外使用として, 利用

可能なデータであること,があげられる. こ

れはデータの連続性やバイアスの混入など

データの信頼性に関し, 脆弱と考えられる.

 そのため, より信頼度の高いデータを用

いるためには, 「口腔保健事業評価モデ

ル」に沿って, データ収集デザインを設

計し実現することである. これには, WHO

の Oral Health Surveys – Basic Metho

ds(口腔健康調査 - 基本的な方法)が参考に

なる.

今後の課題として, 本稿では「行政」の枠

組みは主に「国」を想定しているが, 

「県」「市町村」を想定した場合の指標に

ついては, 今後の課題である. 

E 結論 

わが国の口腔保健の指標体系に関する統計

学的検討として, PDCA サイクルを用いた

「改善」に有用と考えられる指標体系の構

築に向けて, 検討を行った. 今後望まれる

指標体系として ①「要因」と「結果」の

両者の情報を収集する点, ② PDCA サイ

クルの考え方に対応している点, および③

事業を３段階「行政」「施設」「個人」の

枠組みで展開する「口腔保健事業評価モデ

ル」は, 有用であると考える. さらに信頼

度の高いデータを用いるためには, 「口腔

保健事業評価モデル」に沿って, データ

収集デザインを設計し, その元でデータ

を収集することである. 本「口腔保健事業

評価モデル」は「行政」として「国」を想

定しているため, 「県」「市町村」につい

ては今後の検討が必要である. 
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